


























































































































































































































































































































































































予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

1684
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉
国が法律でがん登録を規定すべきである。地域がん
登録を義務つけるべきである。

多いに越したことはない。
がん登録をしっかり行っている
病院には診療報酬を厚くすべ
きである。

国の方針としてがん登録を行わなけれ
ば（がんの状況が把握できていなけれ
ば）地域でもがんに対する対策のたてよ
うがない。

1685
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉
・地域がん登録の不整備や全国最下位の予算等、行
政（県）によるバックアップが不十分と考える。　また、
予後調査等がん登録法制化が必要である。

・行政（県）の財政状況に応じ
た予算分配では同じ業務を異
なる予算でこなすという不条理
な問題が生　ずる。全国統一で
の予算分配をお願いしたい。

・予後調査等がん登録における情報収
集に対して法制度をすることにより、行
政が正確な情報を得ることができると考
える。

1686
医療提供者
（協議会委
員）

東京
始まった以上、まずは、とりあえず実行して、実証性や
有効性を検討する段階と思います。

1687
医療提供者
（協議会委
員）

東京
個別病院のデータを集計するのではなく、大阪府方式
を検討すべきである。

長期計画でデータ収集方法、
システムを構築してゆけば単
年度の予算は限定的となるは
ず。

1688
医療提供者
（協議会委
員）

東京
学会や自治体、その他の登録が乱立、しかも、要求さ
れるデータ等が統一されていないので、作業は複雑で
手間がかかる。

加算をつけるべき。 担当医に負担が少ない形でが望ましい。

1689
医療提供者
（協議会委
員）

岩瀬 理 東京

電子カルテ化を進めるような、誘導をしないと、現在の
紙媒体からの吸い上げでは、おのずと限界がある。が
ん登録を進めるなら、がん登録を行っている医療機関
の電子カルテ化を推し進める政策をしてもらわないと、
現場のスタッフに負担が増すだけだ。また、これは行政
がある程度担わないと、予後調査などは進まず、意味
のないものになってしまう。

がん登録を行っている医療機
関には、電子カルテ化の補助
予算をつけるべきである。

やはり、がん病名登録をおこ
なっていると、DPCの係数を上
げるような誘導が必要を思わ
れる。

基礎データーは、医療機関が出すが、予
後調査などは、ある程度行政が関るべき
だ。

1690
医療提供者
（協議会委
員）

東京
予後調査が不完全。これは個人情報の誤った解釈の
ため。

がん登録士増員の予算の継
続。

予算が有期であるとすれば、
登録士の有無により診療報酬
の差をつける。

役所での生存確認すら、できないことが
ある。個人情報保護と学問の自由の啓
蒙が役所にも必要。またがん登録に関
する情報を得る場合には役所で費用が
発生しないようにして欲しい。

1691
医療提供者
（協議会委
員）

東京
①今後登録施設を広げていくべきだが、如何せん人的
費用がかかる。②重要性について国民の理解不足が
ある。

①拠点病院でもできるよう何ら
かの資金援助が必要である。

①より簡易な登録内容を検討する。②
キャンペーンで国民の理解を得ておく。

1692
医療提供者
（協議会委
員）

東京 予後調査が困難。 がん登録実施の評価。

1693
医療提供者
（協議会委
員）

東京 ある程度の登録業務・報告の強制は必要と考える
がん対策室？などの公的機関が半強制
的に集めないと無理なのではないか。あ
る意味での総背番号制が必要かと考え

1694
医療提供者
（協議会委
員）

山下 孝 東京
少しづつ進んでいるが、大変遅い。国民の番号化が必
要でしょう。がん登録がなければ、新しい政策は出な
い。

がん登録はお金がかかる。ま
ずは予算で対応すべき。

将来は診療点数の中にがん登
録料も入れるべき。受益者負
担の原則。

がん診療施設の必須項目にする。

1695
医療提供者
（協議会委
員）

東京
がん対策基本法でがん登録の重要性が謳われなが
ら、追跡調査にあたって地方自治体の情報開示の壁
が高く情報を集めるのが困難。

がん登録にかかわる情報開示は地方自
治体の義務とする。
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予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

1696
医療提供者
（協議会委
員）

池田 徳彦 東京
・追跡調査が困難。労力が大きいため予算が必要。
・登録実務者は経験を要するため、人材の確保が困難
な場合がある。

予算の増加が必要。
あれば望ましい。診療報酬で
対応するのか補助金で対応す
るのか。

前記と同じ。

1697
医療提供者
（協議会委
員）

東京 予後調査方法の確立、個人情報の問題。
予後調査について都道府県が全面協力
をしてほしい。

1698
医療提供者
（協議会委
員）

小池 哲雄 新潟
国・県・院内がん登録すべて統一したものでやってほし
い。

院内がん登録ソフトの無料提
供。

1699
医療提供者
（協議会委
員）

新潟 比較的うまくいっている。

1700
医療提供者
（協議会委
員）

新潟

国策としてのがん登録の方向性が見えてこない。地域
がん登録・院内がん登録・臓器別がん登録が別々に検
討されるのではなく、国が一元的に方向性を示すべき
である。予後調査に関する法的根拠が無く、個人情報
保護が大きな障害となっている。

がん登録の実施の有無をDPC
機能係数に反映できないか。

国策として中規模以上の全病院にがん
登録を義務化すべきである。予後調査に
関する法的整備を早急に検討して欲し
い。

1701
医療提供者
（協議会委
員）

黒崎 功 新潟

いくつものがん登録が走っている。これらをカバーする
だけでも大きな労力である。一本化すべである。それ
にはどの病院にも属さない、独立したがん登録の中枢
機関の設置が必要であると思われる。どの病院からも
中立であることが必要である。

1702
医療提供者
（協議会委
員）

薄田 芳丸 新潟
病院や医師の判断によるもので、積極的に行われてい
ない。

全都道府県での義務付けが必要であ
る。

1703
医療提供者
（協議会委
員）

澤﨑 邦廣 富山

①登録を正確にする為に、これに携わる医師、診療情
報管理士、医療クラークなどの研修がかかせず、時間
と費用がかかります。病院にとっても負担が増えてい
る状況です。②登録対象を絞り、初登例のみにする方
向で検討して欲しい。③ＵＩＣＣのＴＮＭ分類のみでの登
録でよいのでは。

1704
医療提供者
（協議会委
員）

石川
がん登録専従者がいない。がん登録規定やがん登録
室等の整備が整っていない。

がん登録専従者の人件費の確
保。

がん登録管理料的な報酬があ
れば、病院としてがん登録を進
め易いのではないか。

がん登録専従者の人件費補助金やがん
登録者の地域的な研修会の充実を図っ
て欲しい。

1705
医療提供者
（協議会委
員）

石川 大事なこと。
大病院のほうが登録数が多い
ので、病院規模で予算をかえ
る。

登録費を分配する。
まれな悪性疾患は世界的な統計が必
要。

1706
医療提供者
（協議会委
員）

大平 政樹 石川
あまりにも登録率が低すぎる。これでは日本のがんの
実態を把握できない。

病院では、がん登録などは余
分な仕事と考えられている。忙
しい中で、手が回らないという
現状もある。このため、電子レ
セプトでは、がん病名をコー
ディングした時点で、登録ペー
ジが立ち上がる当のプログラ
ムを組み込むべき。

がん登録点数を設定し、病院と診療所で
50点くらいずつ配分すべき。実際に登録
したかをどう担保するかが問題だが・・。
診療録に登録用紙を貼り付けておくと
か。

1707
医療提供者
（協議会委
員）

小川 貴司 福井
生存確認のための住民票照会に費用が発生する。公
立の病院では費用が発生しない。

公立以外の病院へは予後調査
費用として住民票照会手数料
を。

国側から地方へと協力するように働きか
けてほしい。
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予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

1708
医療提供者
（協議会委
員）

片山 寛次 福井

登録業務を事務員が行っているだけで、診療への
フィードバックが行われていない。手術成績などの公表
が新聞社や週刊誌社などによるきわめて精度の悪い
恣意的な数字による公表だけである。

登録と予後調査、成績の公開
まで行なえる施設に、専従の
診療情報管理士の給与は国が
支給する。

登録と予後調査、成績の公開
まで行った場合

予後調査、診療成績などの公表を義務
化する。

1709
医療提供者
（協議会委
員）

橋渡 智美 岐阜
個人情報のもれ。登録することにより患者としての｢見
返り｣があるかどうか。個人情報を扱う人の問題…。

1710
医療提供者
（協議会委
員）

静岡

自分が実際データ入力を行っているのだが、活用の為
にはどのようにすれば良いのかが今ひとつ不明。まだ
正式稼働ではなく、とりあえず蓄積させている状態なの
で、ある程度経過した時点で色々試してみれば良いの
だろうか？

1711
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
予後調査で民間病院から市町村へ住民票確認をする
と費用が発生する。

市町村への死亡確認の簡素化。

1712
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
国立がんセンターでのがん登録担当者研修は、がん
登録の質を高めるうえでの意義が大きく、今後も積極
的に推進してほしい。

がん登録加算を認定してほし
い。

がん登録で最重要の課題は、全登録者
の確実な追跡調査・生死の確認である。
がん登録において住民票等での生存調
査は、公益性の面から個人情報の秘匿
性よりも優先することを制度上明記する
必要がある。

1713
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
実質的に利用できる統一のフォーマットソフトがない。
各診療科にとって活用できるデーター収集が行われて
いない。

臨床医が活用できるように熟慮された
データーベスが構築された統一ソフトが
不可欠。

1714
医療提供者
（協議会委
員）

川口 実 静岡 個人情報の問題が有るが、がん登録は必要。
データを登録する職員を雇うこ
とが出来る予算上の支援を希
望する。

適切なフォーマットを作成し、関連施設で
データを共有したい。

1715
医療提供者
（協議会委
員）

愛知
医師が実施すると不備が多く、がん登録を確実に実施
しきれない。

がん登録を実施する医療機関
に、専従者雇用の人権費等経
費を援助。

がん登録を実施することに対
し、診療報酬をあたえる。

がん登録の専従事務員が登録する（資
格を設定する）。

1716
医療提供者
（協議会委
員）

愛知
目的は理解できても、実際に役に立っているという実
感がない。

1717
医療提供者
（協議会委
員）

大野 稔人 愛知
労力に合う、報酬が必要です。人材、費用が掛かり、
病院にとっては負担です。

一般の診断書程度の報酬は最
低限必要と思う。

電子カルテでの共通ソフトなど、国レベ
ルでの支援が助かります。病院レベルで
の対応は負担となる。

1718
医療提供者
（協議会委
員）

加藤 岳人 愛知

○「がん登録」についてまだまだ認知度が低いと思わ
れる。何を登録し、収集され、収集されたデータがどの
ように使われているのか知られていない。（当院内でも
知っている方は少ないと思います）○「がん登録」の業
務量、内容に比較してあまり評価がされていない気が
する。○「予後調査」をスムーズに行える方法が何かな
いか。

補助金や診療報酬など何かし
らの“ポイント”が無いと認知が
されないしなかなか活発に行
われないと思う。

「予後調査」の統一されたルールが作成
されるともう少し楽になるかと思う。現在
だと各々の管轄の個人情報保護のルー
ルを確認してやらないといけないので煩
雑。「がん登録」の場合はそれ単独で予
後調査の方法を全国統一として決めてし
まう。

1719
医療提供者
（協議会委
員）

愛知 予後情報の一括追跡が必要。
都道府県のがん登録センターが、各病
院で登録されたがん患者の翌年以降の
継続調査を行う仕組みを作れないか？
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予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

1720
医療提供者
（協議会委
員）

愛知

個々の医療機関で蓄積したデータを院内へフィード
バックするために、標準的な集計方法について国立が
んセンターよりお示しいただきたい。（例）がん種別・ス
テージ別集計表。

1721
医療提供者
（協議会委
員）

篠田 雅幸 愛知 登録の専門家の養成と医療機関への適正な配置。 登録師の養成、人件費。
施設基準として診療報酬に反
映。

1722
医療提供者
（協議会委
員）

矢口 豊久 愛知

国立がんセンターから提供される院内がん登録システ
ム「Hos-CanR ver. 2.5」 を使用しているが、使いかって
が必ずしも良くない。バージョンアップの間隔も長く、ま
た改良を要望する窓口が明らかになっていない。入院
患者の登録は可能であるが、外来のみで経過する紹
介患者などには対応していない。がんの外来通院患者
全体の把握が極めて困難。データの精度管理が必ず
しも良好とは言えない。

Hos-CanR ver. の開発元であ
る国立がんセンターがん対策
情報センターに対して、システ
ムのバージョンアップの費用を
手厚くする必要がある。

がん登録を行っている施設に
がん患者が入院した場合、あ
るいは紹介初診となった場合
診療報酬上の加算を算定でき
るようにすべきである。

病院が院内がん登録を行って、行政側
に提出したデータの全国規模あるいは
地域規模の集計・解析データが公開され
ていない。医師が行うデータ入力のモチ
ベーションを高めるためにもこれを定期
的に行うしくみが求められる。

1723
医療提供者
（協議会委
員）

中瀬 一則 三重 地域がん登録が整備されていない。

地域がん登録実施のための予
算措置を行う。地域がん登録
実施主体施設への補助金、が
ん登録実施各施設へのインセ
ンティブを検討する。

地域がん登録の法制度化を行う。実施
主体を決める。

1724
医療提供者
（協議会委
員）

玉置 久雄 三重

標準登録様式による院内がん
登録を遂行するには、専任の
担当者を含め数名の人員が必
要である。診療報酬としての検
討を望む。

1725
医療提供者
（協議会委
員）

千葉 勉 京都
拠点病院のがん登録制度をすべての病院へ適応する
ことの推進（がん拠点病院における充実のみではだ
め）。

がん登録士の各都道府県での
増員。

登録に対する点数制度の確
立。

1726
医療提供者
（協議会委
員）

清水 義博 京都 院内がん登録と地位祈願登録の2本立ては2度手間。
院内がん登録1例ずつに診療
報酬をつける。

ＨｏｓＣａｎＲシステムに統一　予後調査で
は住民票へのリンク化。

1727
医療提供者
（協議会委
員）

隠岐 尚吾 大阪
・患者様の全経過を把握することが困難　・予後調査
についてどのようにしたらいいのかわからないのでま
だ取り組めていない（役場紹介等）。

医師はがん登録に対して非協力的であ
る。医師と事務の連携を強化させるため
にも医師会や学会等で周知すべきでは
ないかと思います。

1728
医療提供者
（協議会委
員）

小林 研二 兵庫
個人情報保護法から完全に外してほしい。公的にがん
の治療後の患者の動向を捕まえてほしい。

1729
医療提供者
（協議会委
員）

兵庫
現在、拠点病院のみが中心となりがん登録を行ってい
るが、データの信憑性を確保するためにも早急に他医
療機関についても実施を広げる必要があると感じる。

拠点病院以外にとっては、新た
にがん登録を行う場合、システ
ム等に経費が発生する。現
在、がん登録については、診
療報酬上の設定がない。現実
論として、メリットがない事に新
たに費用をかけてまで実施す
るほど経営に余裕のある医療
機関は皆無と思う。
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改善のアイデア

ID

1730
医療提供者
（協議会委
員）

西村 亮一 兵庫
全国レベルでの取り組みが必要重要な個人情報であ
るので、慎重な取り組み、安全性の確保が必要。

前記のための予算。
国が中心になって全国的なシステムの
構築が必要。

1731
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 全数登録が行われていない。
和歌山にはがんセンターがないので、和
歌山医大などに研究・診療の中核となる
担当部署をつくる。

1732
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
県がん拠点病院で現在準備を進めている段階で整備
が遅れている。地域がん登録は現在導入されていな
い。

1733
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
がん登録の内容・記入項目が実際の臨床の解析に適
していない。

ソフトの開発の予算、国が登録
するものを病院に派遣する。

がん拠点病院のがん登録にか
かる報酬。

1734
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
拠点病院だけでなく、その他の病院でもがん登録を行
うべき。

がん登録において、拠点病院
以外でも行っていれば、点数を
加算されるような診療報酬の
改定があってもいい。

1735
医療提供者
（協議会委
員）

尾野 光市 和歌山
院内がん登録と地域がん登録は、すべての項目を同
一にすべきである。スタッフの採用、ソフトの導入等、コ
ストがかかる。

補助金が、少なすぎる。もっと
多く出すべき。

1736
医療提供者
（協議会委
員）

山口 和哉 和歌山

がん登録をどう利用するのかが、全く見えてこない。複
数の病院にかかっている場合、重複登録が避けられな
い。個人の開業医の協力は得られるのか。個人情報
保護の観点からも問題となる。法整備が必要。

1737
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 予後調査についてのシステム構築。
予後調査の市町村への照会の際の行政
からの支援（法的整備）。

1738
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
人的な予算がどうしても必要に
なると思うので、採算性を考え
るべき。

一人の患者さんが二重、三重登録される
ことが無いようにすることは必須だと思う
ので、全国的なネットワーク、サーバーを
設置しなければ意味が無いと思うが。

1739
医療提供者
（協議会委
員）

前田 迪郎 鳥取

１．多重がんの扱いをもっと厳密にしてほしい。２．がん
患者における死因について、直接がんに関係のない
肺炎や循環器疾患などの場合の扱いについ　ての規
準を明確にしてほしい（がん死の定義も含めて）。

1740
医療提供者
（協議会委
員）

山下 裕 鳥取
地域、病院ごとの治療成績が検証できるシステムが必
要。

1741
医療提供者
（協議会委
員）

岡山 なかなか進まないのは何故なのか分らない。

1742
医療提供者
（協議会委
員）

きむら 秀幸 岡山

ガンセンターに送る院内がん登録と地域がん登録の
データに不一致があり、両方を別々に行うのは非効率
である。現場の臨床師としては、臓器別のがん登録を
実施したいが未だできていない。

地域がん診療拠点病院での配
分予算（９００万円）では、がん
登録も含嗽っダン支援センター
もそれなりの職員を確保する
のは困難と思う。そのほかにも
種々の条件を課せられている
ので。

院内がん登録することでの、診
療報酬上での点数を設定して
ほしい。

予後調査に個人情報保護法が壁になっ
て、生死の情報も取りにくくなっている。
きちんとした法的なサポートとしてほし
い。がん登録に関して情報を得ることに
除外規定を設けてほしい。
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1743
医療提供者
（協議会委
員）

片岡 健 広島 わからない。

1744
医療提供者
（協議会委
員）

広島
生存確認が困難精度が各施設でまちまち。自治体の
協力が得られない(予後調査)。

精度を保つための人的、機器
のコストに対する予算を。

高精度に行なっている施設に
対しての報酬を。

住民票照会にあたり、市町村の担当者
により、加納と不可能が発生している。
がん診療連携拠点病院へは照会できる
よう整備していただきたい。精度が悪く、
毎月の登録が厳密に行なえない施設は
拠点病院の取り消しも検討していただき
たい。

1745
医療提供者
（協議会委
員）

広島

・がん登録の質の均点化・登録届出対象の死亡日・死
因情報などの予後情報還元の法的整備がなされてい
ない。　・地域がん登録と院内がん登録とでは、登録項
目・定義が異なっている。

がん登録実務者及び指導者教
育に対する予算措置。

がん登録数及び質や体制整備
状況に応じた加算。

・登録数に応じた人員数と実務者の要件
に関する制度化　・予後情報還元の法的
整備　・地域がん登録と院内がん登録の
統一。

1746
医療提供者
（協議会委
員）

岡 正朗 山口

がん拠点病院の登録だけでは不十分。また、診療情
報管理士を雇用する必要もあり、これには補助金の増
額が必要。医師は大変忙しく、これ以上負担を増やす
わけにはいかないため、代行入力する職員は必須。

1747
医療提供者
（協議会委
員）

宮下 洋 山口 がん登録認定有資格者が２名常勤。多忙。 専門職を育成増員中。

1748
医療提供者
（協議会委
員）

山口
拠点病院の登録のみでなく、二次医療圏全体でのが
ん登録必要。

それぞれの医療圏で地域がん
診療連絡協議会を立ち上げ
る。

1749
医療提供者
（協議会委
員）

山本 達人 山口
院内がん登録と地域がん登録の整合性とデータベー
スの共有化が必要。

1750
医療提供者
（協議会委
員）

山口
がん診療連携拠点病院以外の中小病院、あるいは診
療所からのがん登録のシステム化が遅れています。

中小病院での院内がん登録が、そのま
ま地域がん登録に移行できるような、IT
システムの開発を強く求めます。あるい
は、診療所からも簡単に登録できるシス
テムが必要。内視鏡的治療で完結する
ような早期のがんの登録をもれなくきち
んとするためにも、がん拠点病院以外の
登録制度を確立しないと、早期がん比率
は上がらない。

1751
医療提供者
（協議会委
員）

徳島
年1回くらいは、関係者にひろく、状況および成果を情
報提供すべきである。

1752
医療提供者
（協議会委
員）

藤田 純子 香川
がん登録の結果のフィードバックがほとんどないので
成果がわからない。また、フィードバックがないこともあ
り、がん登録への関心もうすいように思う。

1753
医療提供者
（協議会委
員）

香川

がん登録に対して病院はあまり重要視していないよう
だ。精度をあげるならばもっと研修が必要（医師でなく
事務サイドの登録なので）、専従の人員確保。他病院
からの紹介患者の情報が少なく診断日・ＴＮＭ分類が
付けられずステージも付けられないことが多々ある。

回答出来る講師が講義をしてく
れるがん登録の勉強会、研修
会を！がん登録をしている病
院のがん登録情報が閲覧でき
るようなシステム作り。

がん登録情報を提供するとき
「がん登録情報提供加算」。

がん登録をしている病院は紹介先の病
院へ紹介状と共にがん登録情報を添付
することを義務付ける。
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1754
医療提供者
（協議会委
員）

香川 登録漏れが多い。
登録料を増額する。全国民の
背番号制度の徹底。

登録患者の診療点数を区別す
る。

全国民の背番号制度完全導入。

1755
医療提供者
（協議会委
員）

吉澤 潔 香川
マンパワーが不足し、患者登録はまだしも、予後調査
まではとても手が回らない。

がん拠点病院予算にがん登録
および調査費用を確定的に計
上する。

診療報酬の関与は不要であ
る。

個人情報保護法と予後調査との法的す
りあわせを行う。

1756
医療提供者
（協議会委
員）

香川 順調である。

1757
医療提供者
（協議会委
員）

香川

ガイドラインの病期は各臓器、各学会独自のもので
TMN分類ではない。国際的にデータを比較するため
TMN分類を用いていることが、がん登録等の統一した
データにつながらない。

国際レベルで物事を分析するなど学会
毎の集計は決めるべし。国立がんセン
ターの理想に意味はあるのか？

1758
医療提供者
（協議会委
員）

筧 善行 香川 一定程度の効果はあげつつあると思う。

1759
医療提供者
（協議会委
員）

津村 眞 香川
がん登録実務者の人員不足。今後、生存率の算出な
どが入るとますます人員が足りなくなる。

1760
医療提供者
（協議会委
員）

愛媛 この分野がもっとも人件費が足りない。

1761
医療提供者
（協議会委
員）

愛媛
医師の負担が大きい。がん登録のメリットが医師個人
にははっきりせず、あいまい。

1762
医療提供者
（協議会委
員）

谷水 正人 愛媛 十分な人員配置、予算化がなされていない。
拠点病院への補助金を増額す
べきである。

入院基本料の増額が必要であ
る。

がん登録の法制化が必要である。

1763
医療提供者
（協議会委
員）

亀井 治人 愛媛

拠点病院の責務の中で、患者、他医療機関の意識改
革を要しない分、比較的着実に進んでいる領域だと思
う。ただ、施設にとっては利潤をもたらす分野ではない
ために、人材確保、育成に負担を生じてくる可能性が
ある。拠点病院の基準が厳しくなり、認定施設が絞ら
れると、一時的に精度も低下する可能性がある。

人材確保に向けての予算補助
でしょうか。

がん登録そのものというより、
拠点病院として与えられる診
療全般へのインセンティブに包
括されるのがよいのではない
か。

1764
医療提供者
（協議会委
員）

愛媛 人員不足で、速やかに対応出来ない。

1765
医療提供者
（協議会委
員）

中村 章一
郎

高知 人件費がかかり過ぎ。

1766
医療提供者
（協議会委
員）

福岡 予後調査をどのように行うか。

1767
医療提供者
（協議会委
員）

田村 和夫 福岡
研修した事務員の確保。予後調査義務と個人情報保
護との間の問題。

研修費の確保。登録システム
開発費用。

予後調査が患者の同意なしでできるよう
に法整備。
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1768
医療提供者
（協議会委
員）

福岡

我が国では、国立がんセンターで長年行われてきた経
緯があるが、それがうまく生かされなかった事が世界
に後れを取った理由である。また、個人情報保護法案
の制定により、学会で行われてきた臓器がん登録が停
滞した事も問題として挙げられる。

診療情報登録師が講習を受け
て資格を取り、院内がん登録を
担っているが、診療報酬面で
の補助も小額で、人件費は施
設が負担しているのが現状で
ある。仕事を課す場合には、人
が必ず必要であり、人件費は
補助すべきである。

同前記。

1769
医療提供者
（協議会委
員）

福岡
５年生存調査の行政が伴う制度化。都
道府県の登録制度の均点化。

1770
医療提供者
（協議会委
員）

福岡
予後調査がしにくい。地域がん登録をしていない県が
多い。

予後調査は個人情報保護よりも重要と
思われる。法律でがん登録を定める。

1771
医療提供者
（協議会委
員）

佐賀
予後調査をどうするか。病院単位では難しいと思うの
で、工夫が必要。

各がんのがん取り扱い規約やTNM分類
を各病院のがん登録の端末で見られる
ように、著作権等を整理してソフトを配布
してはどうか。

1772
医療提供者
（協議会委
員）

朝長 万左
男

長崎
やはり法令による制度化と推進のための人材養成及
び予算措置。

加算措置を。
法令で強制しないと全国的に行われな
いであろう。

1773
医療提供者
（協議会委
員）

長崎
全国統一したフォ－マットで、かつできるだけ簡便にし
ないとデ－タは集まらない。

1774
医療提供者
（協議会委
員）

大分 がん登録の助成。
がん登録に向けての予算措
置。

1775
医療提供者
（協議会委
員）

大分
院内がん登録医療機関の増加、都道府県単位での地
域がん登録事業の展開。

がん登録事業の実務者の養成
と各医療機関への配置(養成
期間3カ月）。

がん登録事業における各医療
機関の登録に対する診療報酬
加算。ただし１件につき６カ月
以上の追跡を行う条件。

都道府県の保健医療部門あるいは都道
府県医師会を事務局とするデータ集約。

1776
医療提供者
（協議会委
員）

宮崎 人材教育をする予算を組むべき。

診療報酬で対応してもがん登
録をできる人材を確保すること
は困難であるため、制度が向
上するとは思えない。

医師なしで、登録が完了するよ
うなスキルを持った、診療情報
管理士を中央で教育し、各県
に配置する。その診療情報管
理士が各病院を周り、登録内
容のチェックを行う。

1777
医療提供者
（協議会委
員）

宮崎 アメリカみたいに専門のスタッフの養成と配備。 専門スタッフに対する加算。

1778
医療提供者
（協議会委
員）

鹿児島

生死調査が簡単に文書で役所に依頼で
きるよう、個人情報保護法下での特例事
項として周知させて欲しい（地域によって
は、役所が対応（＝調査協力）してくれな
いようである）。

1779
医療提供者
（協議会委
員）

鹿児島
院内・県などの方法含め、簡略化・統一し、臨床医に
とって理にかなった方法で行って欲しい。各医師への
説得が大変。
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1780
医療提供者
（協議会委
員）

小玉 哲史 鹿児島 全国でちゃんと正確に進んでいるのか信用できない。

1781
医療提供者
（協議会委
員）

佐村 博範 沖縄 診療の片手までするには仕事量が多すぎる。
せめて拠点病院に専門職員を
雇用する予算をつけてもらいた
い。

がん診療医は診断書作成、が
ん登録、臨床研究、地域での
活動、その他の仕事で時間外
労働時間が多いと思う。この分
は超過勤務請求できないので
ボランティアになる。少しでもイ
ンセンティブをつけてもらいた
い。

1782
医療提供者
（協議会委
員）

沖縄
診療報酬に評価されていないので　人の配置がおろそ
かになる。また、取り組みについても十分おこなわれな
い。

一施設2人以上配置できるよう
予算をつける。

施設基準を整備するように、診
療報酬に盛り込む。

1783
医療提供者
（協議会委
員）

病歴士の増員。

1784
医療提供者
（協議会委
員）

全国共通のものがない。 大変な仕事量であり、安い。

1785
医療提供者
（協議会委
員）

がん登録に係わる医師の業務～診療以外の業務～が
増加し、医師の負担軽減が必要である。

がん診療連携拠点病院への診
療報酬上の手当て（加算）の
増。

1786
医療提供者
（協議会委
員）

地域がん登録、院内がん登録、臓器別がん登録など
種類がわかれているので、全て臓器別がん登録に集
約することが必要ではないか。また、腫瘍登録士(初級
修了者)を必ず1名、病院では置かなければいけないと
いうように制度を変更してはどうか。

腫瘍登録士の人数×○万円と
いう補助金をつける(最大3名ま
で)。

補助金を出すのが困難な場合
は、診療録管理加算のような
点数を新たに作り対応する。

病院において、腫瘍登録士を1名置かな
ければいけない、と施設基準に盛り込ん
でみてはどうか。

1787
医療提供者
（協議会委
員）

大幅にアップして専属の人が
従事できるようにして欲しい。

1788
医療提供者
（協議会委
員）

予後調査に苦慮。
予後調査では個人情報保護法との板挟
み。何か住民票照会等のシステムを作る
とかで対処できないのか（特に県外）。

1789
医療提供者
（協議会委
員）

現場にっては仕事が増えただけ。登録士もまだ不慣れ
で十分機能していない。

1790
医療提供者
（協議会委
員）

院内がん登録システムの全国ネットワーク化。

1791
医療提供者
（協議会委
員）

登録のあとの対策をいかにするかの観点が欠落しが
ち。登録は手段であり目的ではない。

1792
医療提供者
（協議会委
員）

臨床医にかなり負担となっている。それにもかかわら
ず、地域がん登録や院内がん登録の意義が浸透して
いない。

登録支援の医療クラークの制
度がまだ不足している。

臓器によってはUICC/TNMでの登録が
いまだに両方が使用され、時にstage分
類の変更などが加わって登録をさらに混
乱させている。
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1793
医療提供者
（協議会委
員）

院内がん登録を実施していない医療機関が多い。がん
登録も、地域がん登録、国立がんセンター報告、学会
のがん登録などがあり、不統一。がん登録データの事
後活用も不十分。

がん登録の実施状況により、
加算を設定する。

登録内容の統一。後利用の促進。

1794
医療提供者
（協議会委
員）

・生存確認調査の住民票照会の方法、他施設情報の
収集（生存・死亡）が提示されていない。　・院内がん登
録のMLの活用（MLでの回答が迅速に行われていな
い。回答のなかに気になる箇所もある。　過去のMLの
内容参照機能が整備されていない。）　・実務者による
勉強会が開催されない。（県内の拠点病院で集まると
病院で職種が異なり相談しにくい　状況である。国立が
んセンター主催の地域勉強会が中止になるとの話な
ので東京へ頻繁に行くことは　諸事情で困難である。）

・補助金が県の財力によって
異なる。財政難の県に手厚くし
て欲しい。

・生存確認調査のための住民票照会が
県によってかなり違うようなので全国一
律な方法で予後調査ができるよう制度を
決めて欲しい。

1795
医療提供者
（協議会委
員）

多くの道府県では地域がん登録の精度が十分ではな
く、がん対策に生かすことができない。

各道府県の地域がん登録への
予算の増額。

院内がん登録を実施する医療
機関に対して診療報酬による
優遇措置。

一定規模以上の病院に対する院内がん
登録の義務化、病理検査機関から地域
がん登録への届出の促進、地域がん登
録の法制化。

1796
医療提供者
（協議会委
員）

広く国民に知られていない。
新聞、メディアを通じて、広く国民に知ら
せる。

1797
医療提供者
（協議会委
員）

がん登録の法制化（地域がん登録、院内がん登録）が
ん登録データの精度向上（腫瘍登録士の認定）。

専任者配置による加算。 腫瘍登録士の認定制度。

1798
医療提供者
（協議会委
員）

がん登録をしろというなら、その分ソフトや人件費等は
国が負担して欲しい。

人員の確保は困難だろうから、
ソフト面に関しては国が負担し
た方がよいのではないか？

1799
医療提供者
（協議会委
員）

当院ではかなりうまくいっている。しかし県内を見た場
合、拠点病院だけしかうまくいっていない。

他施設への支援をするための
費用を出して欲しい。

ＭＲＬの資格を持つ人が増えかなり前進
しているも、もう少しあと押しが必要。

1800
医療提供者
（協議会委
員）

登録すべき項目が複雑でしかも答えにくい部分も多
い。登録されたデータの信憑性はどうなのか、と心配に
なる。

1801
医療提供者
（協議会委
員）

がん登録に詳しい人が少ない。兼任でカバーしてい
る。

振り向けるべき。 評価すべき。 養成と、スタッフを雇ったときの助成。

1802
医療提供者
（協議会委
員）

これはスピードが大切。５年前のデータをまとめられて
も実際的には価値はない。現状の遅れようは何だ！

増やしてほしい。定型的な質問
は止めて頂きたい。

上げてほしい。診療行為として
報酬を出す事。

前記の通り。

1803
医療提供者
（協議会委
員）

予後調査について、地域がん登録へデータを提出して
いるため、脂肪患者についての情報をフィードバックし
て欲しい。

院内がん登録の点数化を！

1804
医療提供者
（協議会委
員）

がん対策に活用できる水準のがん登録を継続的に実
施するためには、がん登録の法制化が不可欠である。
そうしないと、すべてのがん患者の届出を義務づける
ことはできない。また、がん患者の予後把握のために
行われる人口動態死亡小票の収集と住民票照会が、
特別な申請と審査を必要とする調査として扱われ、そ
の円滑な実施が著しく妨げられる。

厚労省が、都道府県に、地域
がん登録を実施するために必
要な経費を10/10の補助金とし
て交付する。事業が定着したら
一般財源課化する。

診療報酬として措置すること
は、患者負担が発生するので
好ましくない。がん登録が法制
化されれば、診療報酬で対応
する必要はなくなる。

できるだけ早くがん登録を法制化する。
社会保障番号制が導入されたら、それを
利用する登録のしくみを確立する。
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1805
医療提供者
（協議会委
員）

地域がん登録がされていない（福岡県）。

1806
医療提供者
（協議会委
員）

予算不足で十分な人員が雇えず業務（入力）が遅滞す
ることが多い。

拠点病院への交付金の増額。

1807
医療提供者
（協議会委
員）

院内がん登録、地域がん登録、臓器がん登録の一体
化詳細は臓器がん登録だけでよい　院内がん登録は
もっと簡便にする必要があるとともに　入力者について
医者以外の教育が必要。

1808
医療提供者
（協議会委
員）

患者や家族に同意をとっていない。

1809
医療提供者
（協議会委
員）

小児白血病リンパ腫についてはJPLSG（日本小児血
液学会）、固形がんについては日本小児がん学会での
統一した登録がはじまっており、重複した登録は現場
医師の負担になる。

前記重複のない、既存制度の活用が望
まれる。

1810
医療提供者
（協議会委
員）

追跡調査の方法　転居者も多く不明が増えることが予
想されるし、住民票照会を行うにしても、自治体によっ
ては個人情報保護の観点から応じてもらえるのか不
明。

県主導で地域がん登録を実施すれば、
かなり情報共有ができて、調査率の上昇
につながると考える。

1811
医療提供者
（協議会委
員）

院内登録を100％にすること、現状は病院によってばら
つきが大きく、全体に低い。診療所のがん登録につい
ての意識がひくい。

院内がん登録を評価し（病院
の格付け）、予算配分をするこ
と。

1812
医療提供者
（協議会委
員）

診療情報管理士のがん登録に費やす業務時間が長
い。

地域がん診療連携拠点病院と
してのがん登録に係る人件費
については満額ではないが補
助金として交付されている。補
助金制度が無くなった時点か
ら、人件費を充分に補填する
施設基準としての算定が必要
である。

1813
医療提供者
（協議会委
員）

各県、各施設で登録制度がばらばらで統一されていな
い。

下記がん登録制度認定施設に
十分な診療報酬を！！

国家統一の登録制度を政府が作るべき
である。同時にがん登録制度認定施設
基準を新設。

1814
医療提供者
（協議会委
員）

①腫瘍登録士制度の構築と継続的な教育体制の確保
②データ登録そのものの明確なルール化とマニュアル
の整備

・がん登録の件数に応じた点
数化

・腫瘍登録士の専門職としての位置づけ

1815
医療提供者
（協議会委
員）

シンプルな形式の登録テンプレートの作成を望む。

1816
医療提供者
（協議会委
員）

とても手のかかる（医師・事務）ことなのに診療報酬上
の加算がなく、登録をするインセンティブが全くない。

がん登録を全国できっちりするための法
律を作っては。

1817
医療提供者
（協議会委
員）

医療機関での登録の煩雑さがあり、また必要性が認識
されていない。

法整備が必要である。地域がんと院内
がん登録との整合性が取れていない部
分あり、統一化が必要。
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1818
医療提供者
（協議会委
員）

全国共通のがん登録が必要と思われる簡便で役立つ
内容が良いと思われる。

1819
医療提供者
（協議会委
員）

がん登録システムとＨＩＳとの共有化が最優先となるよ
うなデータ形式・形態の統一化、標準化を望む（同一内
容の二重登録を避ける、セキュリティを担保するため
のＨＩＳネットワークから独立を前提）。

登録対象の判断者の明文化（医師、診
療情報管理士、その他）と原則業務すみ
分け、責任の明確さ。

1820
学者・研究
者（協議会
委員）

宮城

地域格差がある。低水準にある都道府県には具体的
な計画について指導する必要があるのではあいか。全
体としては、集まったデータをどのように還元していく
か、特に治療成績とどのように結びつけることが出来
るか、日本のがん医療の在り方を評価する上で大きな
課題がある。

院内がん登録にも加算を設け
るべきであろう。

1821
学者・研究
者（協議会
委員）

大内 憲明 宮城

がん登録は、がん医療のアウトカム評価に必須である
にも拘らず、わが国では未整備である。「がん登録なく
して評価なし、評価なくして対策なし」・・・これは世界の
がん対策を見ても明らかである。

1822
学者・研究
者（協議会
委員）

埼玉 本籍地検索の妥当性の評価。
常勤職員の雇用のため、単年
度ではなく通年度で予算配分
をしてください。

がん登録・予後管理料の新
設。

個人除法保護法内での本籍地検索を国
民に理解してもらい、実施する。国民に
番号を付け、検診から疾病管理、予後管
理を行う。

1823
学者・研究
者（協議会
委員）

西巻 正 沖縄 精度の高いがん登録ができていない。
登録するインセンチブがない。
なんらかのインセンチブが必
要。

1824
学者・研究
者（協議会
委員）

青木 陽一 沖縄 登録方法が適当でない。

1825
学者・研究
者（協議会
委員）

各医療機関からのがん情報の収集の困難さ。
がん対策基本法における“がん登録”の
法制化、患者の死亡情報の“がん登録”
への利用を易しくする。

1826
学者・研究
者（協議会
委員）

制度化が進まず、国の支援が乏しい。

理想的には、届出を義務付ける法整備
が望ましいが、そこまで行かなくとも実行
可能な施策もある。課題を再度整理し
て、国・行政が率先して、問題解決に進
むこと。

1827
その他（協
議会委員）

椛沢 敏雄 新潟 個人情報保護との兼ね合い。

1828
その他（協
議会委員）

山梨
有効に活用できれば健診の有用性生存率の改善など
評価できる。

担当職員がいるか？

1829
その他（協
議会委員）

佐賀

必要性は論じられても制度化されないことには未実施
県もあり、日本全体の把握はできない。また、実施して
いる県でも予算カットなどで財源不足となり、充分な事
業ができにくい現状である。

制度化が必要。
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1879
医療提供者
（協議会委
員）

福島

拠点病院の敷地内は禁煙となっているが、愛煙家の
方々は入院中の方でも敷地外にまで出向き、吸ってい
る状況。そのため、逆の意味で患者さんの体調が悪く
なりそうである。

空調が完備できるのであれば、院内に
一カ所だけ喫煙室を設けるのはいかが
だろうか。

1880
医療提供者
（協議会委
員）

福島
諸外国に比べ、まだまだタバコを簡単に手に入れられ
る環境にあると思う。

1881
医療提供者
（協議会委
員）

齋藤 浩 茨城 広報・啓発が不十分。
医師会内に組織作成～全国及び地方展
開。

1882
医療提供者
（協議会委
員）

橋詰 寿律 茨城
たばこの値段はもっと高くすべきである（自分の健康の
みならず、受動喫煙など他人におよぼす影響も考え
て）。

1883
医療提供者
（協議会委
員）

野村 明広 茨城

米国にならい、もっと禁煙場所を増やすべきである。た
とえば、パチンコ店などの娯楽施設など。外見上、低所
得者が多いようであるが、肺がんやCOPD患者生産場
所となっているように思う。彼らが肺がんで入院となっ
ても、金銭的に十分な医療は受けられないような気が
する。

米国にならい、敷地内禁煙については、
その範囲を拡大すべきである。

1884
医療提供者
（協議会委
員）

古川 欣也 茨城
たばこ対策は甘すぎる。国民に対してタバコの害につ
いてもっと教育すべき。未成年簡単にタバコを購入でき
る。

1885
医療提供者
（協議会委
員）

満川 元一 茨城 課税を極端に上げるべき。

1886
医療提供者
（協議会委
員）

茨城 たばこ税大幅アップ。

1887
医療提供者
（協議会委
員）

茨城
がん予防のために禁煙を推進していくという国家的な
コンセンサスがない（タバコ税を引き上げに対して財務
省が反対してつぶれなど）。

たばこの税金を大幅に上げ
る。タバコ栽培農家に対する保
証。

タバコのコマーシャル禁止など。

1888
医療提供者
（協議会委
員）

栃木 目的税化を計って欲しい。

1889
医療提供者
（協議会委
員）

栃木
料金も含め毅然とした対策が必要（昔も今もすぐに税
収入が引き合いに出される）若い女性に対する対策が
不十分。

1890
医療提供者
（協議会委
員）

栃木
日本のたばこ対策は、諸外国と比べて貧弱で、恥ずか
しいかぎり。政府の視線は、国民の健康よりも、参院選
の票集めに向いているとしか思えない。

たばこ一箱1000円に。

1891
医療提供者
（協議会委
員）

大竹 一栄 栃木 喫煙者には、とにかく、たばこの害の認識が無い。
タバコの全廃またはたばこ税
の更なる増税。

喫煙者を診療したら、報酬増額
とする。

タバコ製造・販売・喫煙の法的禁止。

1892
医療提供者
（協議会委
員）

佐藤 英章 埼玉
JTに対し国が、問題ありと強調しなくては根本的な解
決、改善は難しい。

テレビでの政府広報のスポット
に「たばこの害」をもっと強調す
べき。

1893
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉
禁煙の政策をしっかり行わなければがんを減らすこと
はできない。

多いにこしたことはない。
禁煙外来を行っているところへ
の診療報酬を厚くした方がよ
い。

たばこ税をもっと上げるべきである。
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ID

1894
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉 ・禁煙外来をもつ病院が少ない。

1895
医療提供者
（協議会委
員）

東京
禁煙をスローガンするだけでなく、タバコ税を増額し購
入困難とすべき。

1896
医療提供者
（協議会委
員）

東京
道路、鉄道、レストランなどで完全禁煙（少なくとも分
煙）とすべき。

喫煙者の自己負担増。

1897
医療提供者
（協議会委
員）

岩瀬 理 東京
もっとタバコ税を上げるべきだった。結局なにをやって
も、依存性のあるもものなので、かなりドラスチックなこ
とをやらないと変わらないと思う。

医療機関に予算措置を透けて
も、あまり変わらないと思う。

喫煙者の自己負担金比率を上
げるなど、ペナルティーも必要
なのでは。

とにかく、国の喫煙に対する姿勢だと思
う。

1898
医療提供者
（協議会委
員）

東京 たばこ税の増額。

1899
医療提供者
（協議会委
員）

山下 孝 東京 全国民が禁煙するようにする。 禁煙キャンペーンが足りない。 喫煙者の診療点数を高くする。 どこでも喫煙ができなくする。

1900
医療提供者
（協議会委
員）

池田 徳彦 東京 さらに禁煙の普及が必要である。
禁煙運動に対する補助金の増
加。タバコの値段を欧米の水
準まで値上げする。

禁煙治療に対する診療報酬の
増加。

たばこの値段を上げて、収入をがん検診
などに使用する。

1901
医療提供者
（協議会委
員）

東京
敷地内禁煙施設には診療報酬
加算をする。

1902
医療提供者
（協議会委
員）

小池 哲雄 新潟 禁煙による効果、たばこの害についての啓蒙が必要。

1903
医療提供者
（協議会委
員）

新潟
禁煙教育は行っているが、院内の雇用者で20％前後
がまだタバコと縁が切れていない。

1904
医療提供者
（協議会委
員）

新潟
最も対策が遅れている分野である。特に医師のがん予
防分野への熱意が少ない。

たばこ税はもっと上げるべき。

1905
医療提供者
（協議会委
員）

澤﨑 邦廣 富山
”がん”とたばこの因果関係はよく広報されているの
に、喫煙者が余り減っていないように感じる。政策的に
禁煙誘導に向かう方策が必要と思う。

政策的に喫煙しない方向で検討して欲し
い（タバコ税の値上げを大幅に）。

1906
医療提供者
（協議会委
員）

柴田 和彦 富山
たばこは、法令で40歳以上でなければ吸えないことに
すればよい。

1907
医療提供者
（協議会委
員）

石川 女性の喫煙。 たばこ税の引き上げ。

入院患者への禁煙外来診療は
混合診療となっているが、混合
診療とならないよう対応して頂
きたい（切に望む）。禁煙治療
を行う場合は入院中が効果
的。禁煙外来への加算（増
加）。
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1908
医療提供者
（協議会委
員）

石川

1箱1000円でもよい。駄目なものはだめとなぜしないの
か、昔からの日本の癖。その代わり、たばこ会社には
それなりの支援をする。道路だの新幹線だの、贅沢な
ものをやめればよいだけ。簡単なこと。

前記。
たばこでがんができることをもっとコマー
シャルにまた、たばこ以外にも、有害物
質に関する情報を国民にあたえるべき。

1909
医療提供者
（協議会委
員）

大平 政樹 石川
たばこの値段を上げるしかな
い

1910
医療提供者
（協議会委
員）

石川
我が国の対策は非常に甘いです。すでにアメリカでは
肺がんの死亡率が減少に転じている。

煙草の値段を1箱2000円くらい
にする。

すでにそうなりつつあるが、公共の場で
の全面禁煙、違反者への厳罰（罰金）喫
煙するがん患者に対する保険診療停
止。

1911
医療提供者
（協議会委
員）

片山 寛次 福井
喫煙人口が多すぎる。学校教育で正しい知識が教えら
れていない。

1箱1500円以上にして収益はがん対策
に充てる。

1912
医療提供者
（協議会委
員）

橋渡 智美 岐阜

岐阜県の中津川市では「禁煙外来」ができていて、た
ばこをやめたい人が活用して、やめた人が結構いると
聞いた。そのような詳しい情報を広めるようにしたら
…。また、奥さんが妊娠をきっかけにしてやめる人が多
くなっているとの情報もあるので、詳しく情報公開して
みては。

1913
医療提供者
（協議会委
員）

小川 和代 岐阜

学校薬剤師の薬物乱用出前講
座の中に取り入れて児童・生
徒に講義を行なっている。ま
た、学校の保健委員会でも保
護者を対象に講義を行なう事

1914
医療提供者
（協議会委
員）

飯嶋 理 静岡
喫煙と歯周病等の関連から、歯科医師を積極的に活
用することが大切と考える。

歯科医師の行う禁煙指導への
予算措置を行う。

歯科医師の禁煙指導への点数
評価を行う。

研修を積んだ歯科医師が禁煙指導に参
加できるように制度面で配慮していただ
きたい。

1915
医療提供者
（協議会委
員）

静岡

自分が嫌煙派なので、喫煙人口が減少する施策なら
ば何でも実行して欲しい。ただ、相変わらず｢たばこを
吸うのがかっこいい｣と考えている若者が多いので、彼
らが禁煙する事で将来的ながん予防に繋がる、という
データ（ビジョン）を示すことが必要と考える。

1916
医療提供者
（協議会委
員）

静岡 まだまだ認識されていない。 広報強化。

1917
医療提供者
（協議会委
員）

川口 実 静岡
がん予防は国として行うべきで、啓蒙活動が必要であ
ると思う。

啓蒙活動は特定の病院の者がするので
はなく、機会を均等にしていただきたい。

1918
医療提供者
（協議会委
員）

愛知 受動喫煙対策。
たばこ税を値上げ。欧米並みにたばこの
価格をあげる。

1919
医療提供者
（協議会委
員）

愛知 もっと積極的に禁煙対策をするべきと思う。

1920
医療提供者
（協議会委
員）

大野 稔人 愛知
自己責任ですので、税金増による値上げのみで良いと
思う。

肺がん、火災など社会への負担に見合
う税金増を。
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1921
医療提供者
（協議会委
員）

愛知 推進が必要。 たばこ税のさらなる増税。

1922
医療提供者
（協議会委
員）

愛知

・禁煙の成否は個人のモチベーションに大きく依存す
る。「たばこ＝健康悪」教育が重要。　・たばこが比較的
安価で自由に24時間購入可能であり、何らかの制限
が必要。

喫煙者のがん、心血管病診療
の自己負担分を増加する。

・学校教育で喫煙の害を徹底的に教え
る。・たばこの価格を3～5倍程度に上げ
る。　・自動販売機の廃止。

1923
医療提供者
（協議会委
員）

篠田 雅幸 愛知
公共の場（少なくとも子どもが受動喫煙しうる場所）で
の全面禁煙。義務教育。

専門家による巡回教育。

1924
医療提供者
（協議会委
員）

矢口 豊久 愛知
たばこの有害性や禁煙重要性が啓蒙されているにも
かかわらず、肺がんは増加傾向にある。

禁煙外来を設けている病院に
対して一定の外来加算を設け
ることが望ましい。

日本は諸外国に比べてたばこの価格が
安価である。たばこ税の更なる増税を段
階的に進めるべきである。これでたばこ
が原因の疾病が減少すれば医療費を間
接的に抑制することにつながると考え
る。

1925
医療提供者
（協議会委
員）

三重 たばこの値上げ（1箱千円程度に）。 喫煙者には保険料を上げる。

1926
医療提供者
（協議会委
員）

中瀬 一則 三重 禁煙対策が遅れている。
タバコに対する税金を引き上
げて、たばこ料金を欧米並み
にする。

学校教育の中でタバコによる発ガンにつ
いての教育を徹底する。

1927
医療提供者
（協議会委
員）

千葉 勉 京都

エビデンスのあるものについて、ということになると、た
ばこ、そしてヘリコバクタ除菌などに限定される。ただ、
ヘリコバクタ除菌については、肝炎ウイルスに比べて
ほとんど無視されている。

ヘリコバクタ感染者に対する除
菌治療の保険適応承認。

ヘリコバクタ感染者に対する除
菌治療の保険適応承認。

ヘリコバクタ除菌のさらなる広報活動。

1928
医療提供者
（協議会委
員）

冨士原 正
人

京都 たばこの値段をもっと上げるべし。

1929
医療提供者
（協議会委
員）

清水 義博 京都 現在の政策をさらに強化。

1930
医療提供者
（協議会委
員）

角江 司 大阪
禁煙外来を本年1月から開設予定だが、どの程度認知
され、利用していただけるかが問題である。

1931
医療提供者
（協議会委
員）

隠岐 尚吾 大阪
全面敷地内禁煙は、院内において多くの問題が生じて
きていると思われる。

1932
医療提供者
（協議会委
員）

清原 久和 大阪 敷地内禁煙病院での喫煙に罰則を。 前記の敷地内喫煙に罰金など

1933
医療提供者
（協議会委
員）

西村 亮一 兵庫
禁煙や生活習慣の改善が進まないがんの予防、禁煙
に関する啓発事業が少ない子宮頚がんワクチンの啓
発と推進。

たばこ税の増額子宮がんワク
チン、肝炎ワクチンなど、防げ
るがんに対する予算。

ニコチン依存症の治療計画に
ついて、もう少し現場に裁量権
を。

小学生の頃からがんに対する啓発活
動、禁煙啓発活動が必要ワクチン等が
ん予防を国が責任を持って行う制度を。

1934
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
たばこ事業法によりたばこの製造・販売が守られてい
る。

たばこ事業法を廃止する。たばこ増税
（500円以上）をきっかけに喫煙率低下を
誘導する。
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1935
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山

各がん検診の受診率をみても県民のがんに対する意
識は決して高いとはいえないので、啓発、情報発信が
必要。たばこは平成12年に「和歌山県たばこ対策指
針」を定め、色々な活動もあり少しずつではあるが効果
が出てきている。

1936
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 喫煙の怖さを、もっと啓発すべきである。
義務教育の早い時期から、喫煙の怖さを
教えるべきである。

1937
医療提供者
（協議会委
員）

尾野 光市 和歌山
禁煙外来を開設したいが、院内禁煙の状態であるの
で、できない。

施設基準を敷地内禁煙ではなく、院内禁
煙でも可とすべき。

1938
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
日本国内どこにいてもマナーの悪い人に遭遇する。施
設敷地内の禁煙は、医療施設では必須だと思う。

たばこ税の引き上げ。マナー
違反条例の制定。

1939
医療提供者
（協議会委
員）

木下　 貴裕 和歌山
形式的な敷地内禁煙。外でタバコをすい見苦しい。日
本からタバコをなくすのが望ましい。

本当の禁煙対策病院のみ、診
療報酬の対策を。

形式的な敷地内禁煙病院にたいして指
導を。

1940
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山

なんで発がん物質の塊を野放しにするの？火事の元
でもあるのに？なんで1箱1000円に出来なかったの？
世論もかなり賛成だったのに？議員さんの喫煙率でも
公表すれば？

たばこを吸う人は保険負担料
を高くすることを議論する（実現
不能でも、議論する）。

幼稚園・保育園レベルで喫煙の害を教え
る。小さい子供に言われると親は言うこ
とを聞くから。

1941
医療提供者
（協議会委
員）

前田 迪郎 鳥取

　たばこのごとく、明らかな因果関係が確認されたもの
は、近い将来には、除外されるであろう。　それ以外の
グレーゾーンにある多くの要因について、真の予防効
果の有無を科学的に検証してほしい。

1942
医療提供者
（協議会委
員）

山下 裕 鳥取

1943
医療提供者
（協議会委
員）

きむら 秀幸 岡山 タバコが規制されていない。

子宮頚がんの対策。ＨＰＶワク
チンの普及。中学入学時に全
員の接種。また、出産時（妊娠
時）の検診は無料として、少子
化対策にも貢献する。

ヘビースモーカーの手術・手術
後管理の保険診療穣の点数を
加点する。

小学校・中学校の敷地内の禁煙を法制
化する。

1944
医療提供者
（協議会委
員）

片岡 健 広島 思い浮かばない。

1945
医療提供者
（協議会委
員）

広島 がん拠点病院では禁煙外来の設置を義務とする。

1946
医療提供者
（協議会委
員）

広島
たばこ対策はかなり進んできているがまだ不十分であ
る。

小学校からの禁煙教育（具体
的に「たばこの害」についての
映像やモデルを用いての教
育）。禁煙領域の拡大。

極端な意見であるが、明らか
にたばこが原因でがんに罹患
した症例については、診療費を
アップする。

小学校からの禁煙教育の制度化。

1947
医療提供者
（協議会委
員）

広島
タバコががんの最大の原因であることは疫学上も明ら
かなのだから、禁煙を強力に推し進める必要があると
思う。

たばこ税を上げてほしい。 禁煙外来に対する評価を。

1948
医療提供者
（協議会委
員）

広島 医師も積極的に予防に取組む必要がある。
予防に対する診療報酬も考え
る。
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1949
医療提供者
（協議会委
員）

広島 受動喫煙対策。
飲食店等での更なる分煙促進対策が必
要。

1950
医療提供者
（協議会委
員）

宮下 洋 山口 禁煙外来を準備中。

1951
医療提供者
（協議会委
員）

山口 喫煙率の減少。 病院敷地内全面禁煙。
敷地内全面禁煙病院では診療
報酬upを。

1952
医療提供者
（協議会委
員）

山口

タバコ産業から得られる税収、産業に関わる雇用など
と、タバコによる健康被害に原因する医療費の損失を
比較するのではなく、それ以前に、明らかに医学的に
有害とわかっていることを継続させる国の方針が理解
できない。

1953
医療提供者
（協議会委
員）

山口
現場の問題もそうだが、やはりタバコ税
の大幅アップは必要。

1954
医療提供者
（協議会委
員）

徳島 増税増収分は医療費へ。

1955
医療提供者
（協議会委
員）

香川
たばこが強調されすぎている。禁煙は重要だがそれ以
外にもいろいろあると思う。

健診の強化　任意より必須にする　主婦
などは健診をうけなくてもどこからもク
レームがこない

1956
医療提供者
（協議会委
員）

香川 喫煙者に対して寛大すぎる。 値上げ。
喫煙者の診療報酬加算（難し
いだろうが）。

喫煙に対しての罰則強化。

1957
医療提供者
（協議会委
員）

香川

禁煙外来情報は以前と比べて周知されており、受診を
希望する患者も増えてきたのが実状であるが、その分
途中で挫折する患者も多く、その後のフォローがなされ
ていないのではないか。また、喫煙の低年齢化に伴い
タスポの導入もされたが、それがたばこ対策にどれくら
い影響したのか等結果が明らかにされているのか不
明な点が多いような気がする。

1958
医療提供者
（協議会委
員）

吉澤 潔 香川
たばこ増税が喫煙者の反対により実現しない社会構
造自体が病的である。財務省、厚労省職員は全員非
喫煙者か？

たばこ増税の大幅実施。
禁煙外来の報酬アップにより、
医療機関の取り組みモチベー
ションを上げる。

県庁などの公的機関を敷地内禁煙とす
る法整備。

1959
医療提供者
（協議会委
員）

香川
禁煙ゾーンを増やすだけではマナーの悪い人がどこで
も吸ってしまう。

たばこの値段を上げれば喫煙者は少なく
なると考えられる。喫煙室を作り、分煙の
方向で考えることを奨励してはどうか。

1960
医療提供者
（協議会委
員）

筧 善行 香川

施設内禁煙はかなり普及しましたが、医療従事者の喫
煙率はあまり下がっていないのでは？医療従事者の
実態調査を実施し、非喫煙率の高い施設には何らか
のインセンティブを与えてはどうかと思う。

1961
医療提供者
（協議会委
員）

津村 眞 香川
国をあげての禁煙対策、禁煙教育が急がれる。タバコ
1箱の値段も1000円ぐらいに値上げが必要か？。特に
未成年者への禁煙教育が必要。
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1962
医療提供者
（協議会委
員）

愛媛 国民への浸透が悪い。煙草の値段を上げるべきだ。

1963
医療提供者
（協議会委
員）

亀井 治人 愛媛
禁煙は重要だが、一部で先鋭化している活動もあり。
厚労省は、国民の健康と税収、雇用確保との両天秤な
ので、迫力がない。

がん対策として禁煙を行うなら、未成年
者の喫煙だけでなく、成人を含めた喫煙
率にも言及すべき。

1964
医療提供者
（協議会委
員）

中村 章一
郎

高知 たばこ料金をもっと値上げする必要がある。

1965
医療提供者
（協議会委
員）

高知
因果関係が明らかなのであれば、禁煙運動は推し進
める必要があるだろう。

1966
医療提供者
（協議会委
員）

田村 和夫 福岡
禁煙外来の充実。学校教育、市民教育で禁煙を含む
「がん予防１２カ条」の普及。

学校教育、市民教育の普及。 予防医学に対する保険適用。 予防医学に対する保険制度の改訂。

1967
医療提供者
（協議会委
員）

福岡

がん予防は、国の政策として重要な事であるが、多因
子病としてのがん腫の１次予防は不可能に近いのが
現状である。子宮頸がんのHPVワクチンは、我が国で
もやっと使用可能になったが、保険適用外である。重
要となる２次予防では、がん検診が推進されている
が、その有用性を証明する科学的根拠に関する研究
が少ないため、本当に有用であるか否かが証明されて
いない問題がある。

がん検診の有用性を検証する
多数例での研究に、十分な予
算をつける必要がある。

たばこががん対策として絶対的に重要で
あるならば、国として販売禁止にすべき
である。

1968
医療提供者
（協議会委
員）

福岡 たばこの価格を上げる。

1969
医療提供者
（協議会委
員）

佐賀 たばこの販売量を減らしていく。 値段を徐々に上げていく。

1970
医療提供者
（協議会委
員）

佐賀 国の禁煙推進対策が甘いと思う。
タバコ1箱千円とし、値上げ分は医療費
に回す。

1971
医療提供者
（協議会委
員）

中嶋 由紀
子

長崎
まさか自分ががん（特に耳鼻科系）になるなんてと思い
進行してからの受診となる。

がん診療費の（受診側）引き下
げ。

1972
医療提供者
（協議会委
員）

朝長 万左
男

長崎 各医療圏（二次）ごとに対がん協会を組織。 予算措置して支援。 時期尚早。 法令化できればベスト。

1973
医療提供者
（協議会委
員）

長崎 タバコをなくすくらいの覚悟がないと事は進まない。

タバコ１箱1000円くらいにしないと効果は
ない。タバコ税の損失など肺がんの発生
が少なくなって、医療費が減ることを考え
れば問題にならないと思うが、、。

1974
医療提供者
（協議会委
員）

大分 たばこ対策。
学校教員に禁煙教育を行い校内完全禁
煙にする制度。
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1975
医療提供者
（協議会委
員）

大分 初等教育における禁煙教育の推進。
保健主事、養護教諭を対象と
した禁煙教育。

学校医による禁煙教育の取り
組みに対して診療報酬加算。

各学校(小学校・中学校）の安全計画、保
健計画の中で、小学校5年生・中学校1
年生に禁煙教育、薬物乱用防止教育の
実施、都道府県教育委員会と都道府県
の保健医療行政部門との連携。

1976
医療提供者
（協議会委
員）

大分 ワクチンなどを含めてがん予防は積極的に取り組む。

1977
医療提供者
（協議会委
員）

濱砂 重仁 宮崎 1箱1000円位に値上げすれば自然と需要は減少する。

1978
医療提供者
（協議会委
員）

宮崎 たばこよりも排気ガス等の大気汚染対策が第一。
たばこに替わるヒーリングアイテムの開
発支援。

1979
医療提供者
（協議会委
員）

鹿児島
目標はかかげているが、目標に向けたやる気はあるの
か？車の運転中の煙草も携帯電話と同様違法にする
とか、嗜好品とはいえ、具体策をもっと立案すべきと思

1980
医療提供者
（協議会委
員）

小玉 哲史 鹿児島 自分も喫煙者であること。
早く値上げすべき。段階的値上げはダ
メ。

1981
医療提供者
（協議会委
員）

佐村 博範 沖縄
自ら予防を怠っていると考える。それ也の代価を支払
うべき。

課税額を大幅に増加させる事
が非嗜好者との公平感を取り
戻す一助になると思う。

非喫煙者（判別が困難であるが）の医療
費自己負担額を軽減する。

1982
医療提供者
（協議会委
員）

依存症としての対策。

1983
医療提供者
（協議会委
員）

禁煙対策。
たばこの値段を高くする。国として発がん
因子であることをPRする。

1984
医療提供者
（協議会委
員）

医療費ではなく講習会や啓蒙
等による対応がよいと思う。

1985
医療提供者
（協議会委
員）

喫煙に対する規制の強化が必要だと思う。

1986
医療提供者
（協議会委
員）

もっとたばこの値段を上げて欲しい（1000円程度に）
（専売公社の方には十分サポートして）。

1987
医療提供者
（協議会委
員）

国が禁煙に対し強く施策を。
非喫煙者には診療報酬上の特
典をつける。

・限られたスペース以外での喫煙禁止
（屋外）。　・健康増進法の徹底と違反に
対する罰則の強化。

1988
医療提供者
（協議会委
員）

タバコ税増税。

1989
医療提供者
（協議会委
員）

敷地内禁煙とはいえ、終末期の患者にどこまで強制で
きるかの問題がある。

禁煙の基準の緩和。
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1990
医療提供者
（協議会委
員）

タバコ代の値上げと全面禁煙を。タバコの害は肺がん
だけではないことに留意。予防に予算を使う以上に禁
煙が費用対効果が優れている。

1991
医療提供者
（協議会委
員）

たばこは税収としての期待も高く、これ以上の社会的
締付けは場面によってはいじめに似たものにも映る。

少なくとも先進国の平均レベルへの値上
げで、これを福祉への予算に向けてもら
いたい。

1992
医療提供者
（協議会委
員）

喫煙率の低下が少ない。
たばこ税を当てにしないように
する。　国民の健康を第一優先
に。

タバコの価格を２倍に。タバコをすう人の
保険料を割り増しに。

1993
医療提供者
（協議会委
員）

たばこ対策ががん予防に関する最大かつ緊要のもの
であるという認識が特に行政側に大きく欠けている

たばこ税の引き上げ。
たばこ事業法の廃止、公共の場におけ
る喫煙の規制（受動喫煙防止対策）・広
告規制・警告表示の強化。

1994
医療提供者
（協議会委
員）

病院敷地内を禁煙にしても敷地内で喫煙する患者さん
はある割合でいる。

たばこ税の増額。たばこはひと
箱1000円でも2000円でもよい
と考える。

すでに議論されてるかもしれな
いが、入院を契機に禁煙を考
える場合があるので入院中も
禁煙外来を受診した場合に診
療報酬をつけてはいかがか。

健康増進法で喫煙禁止区域で喫煙した
人への罰則規定の制定。施設管理者の
努力義務だけでは足りないと思う。喫煙
者は自分が病気になるだけではなくて副
流煙でほかの人を病気にするリスクを高
める。なぜ喫煙者にお咎めがないのか?
条例レベルでは科料を課したりあるよう

1995
医療提供者
（協議会委
員）

教育制度の充実。

1996
医療提供者
（協議会委
員）

煙草代が安すぎる。 禁煙外来への助成。
禁煙外来に対する評価をもっと
多く。

たばこ代を上げることです。欧米並みに1
箱1000円以上にすればいい。

1997
医療提供者
（協議会委
員）

タバコの害に対する広報を幼稚園、小学校のときから
教育していかなくては、いつまでたっても現状と変化な
しと思われる。タバコ会社を怖がっていては進まない！
現状でがんの危険因子などを国から広報することが必
要ではないか？予防は自らの努力も必要なのではな
いか？

1998
医療提供者
（協議会委
員）

税収としてのたばこの位置づけがある以上、禁煙に対
する政策は唇溝しづらいのではないか？

1999
医療提供者
（協議会委
員）

CCS専用のパンフレットが必要である。

2000
医療提供者
（協議会委
員）

低年齢での喫煙をどこまで押さえられるか。

2001
医療提供者
（協議会委
員）

国のたばこ対策が極めて低い、あまい。
たばこ税に依存した財政運営
からの脱却が急務。

・たばこ対策を国をあげて住民（国民）運
動に盛り上げること。　・医療・教育関係
者はもちろん、公務員の禁煙の徹底　・
たばこ産業の関係者のリストラ対策を早
急に実施する。抵抗勢力にしない。

2002
医療提供者
（協議会委
員）

タバコの販売価格が安すぎる。
タバコ税の引上げ。一箱1000
円以上にしてはどうか。

禁煙外来加算の増額。
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2003
医療提供者
（協議会委
員）

現状を把握しづらい。
タバコの値上げ喫煙可能エリアの制限を
厳しくする

2004
医療提供者
（協議会委
員）

米国（が最上とは思わないが）に比べ公共施設等での
分煙が遅れている。

税率引上げ。

2005
医療提供者
（協議会委
員）

禁煙対策を充実させる必要あり。 検診も推進すべき。

2006
医療提供者
（協議会委
員）

強い禁煙対策が必要。

2007
医療提供者
（協議会委
員）

予防だから、がんになる前に禁煙を進めていく必要が
ある。従って禁煙外来は受診しやすい開業医さんで普
及させる必要がある。また中高生に対する「禁煙の勧
め(啓蒙活動)」も大事なことであると思われる。

中高生に対する啓蒙活動に対
する予算が必要であると思わ
れる。

禁煙外来に対する診療報酬の
算定で良いと思う。

中高生に対する「禁煙の勧め（啓蒙活
動）」は地域の保健所、あるいは禁煙外
来を行っている開業医さんが行うのが良
いと思う。インターネットでも禁煙をサ
ポートしているサイトがあるので、そうい
うところに対する支援も必要であると思
う。基本的にがんの診療はがん診療連
携拠点病院で、またたばこ対策といった
予防に関してはそれ以外の機関で行うと
いう具合に、なんでもかんでもがん診療
連携拠点病院でというのではなく、住み
分けをはっきりとさせたほうが機能的に
スムーズに行くと思う。

2008
医療提供者
（協議会委
員）

基本計画での対策が甘すぎる。

2009
学者・研究
者（協議会
委員）

宮城 全く不十分。

禁煙対策に関しては、１．たば
この大幅値上げ、２．公的医療
保険制度上での喫煙者の保険
料増額、３．議会、官公庁や地
方自治体での敷地内安全禁
煙、４．飲食店での無条件禁
煙、５．公共交通機関など思い
切った禁煙対策を行うべき。地
方に任せないで、国が行うべ
き。

国または地方での禁煙に関する法令条
例を整備すべき。たばこ産業特に農家に
は、転作、転業への補償を計画的に行え
るように制度化する（たばこ値上げの財
源を当然ここにも充てる）。

2010
学者・研究
者（協議会
委員）

埼玉 地域社会全体での取り組み。

初期教育（小学校）におけるが
んへの関心を高める。ＰＴＡを
活用する。講師の派遣予算化
など。

2011
学者・研究
者（協議会
委員）

世界に比して非常に遅れている！恥ずかしい。レストラ
ンや喫茶店でも、禁煙が当たり前、にしてほしい。タバ
コ増税は当たり前だと思う。１箱千円でも良い！少なく
ともタバコの自動販売機は撤去すべきである。
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2012
学者・研究
者（協議会
委員）

禁煙活動の推進。 タバコ税の思い切った増額。

2013
学者・研究
者（協議会
委員）

喫煙対策ががん対策基本計画の中に正しく位置づけ
られていない。

WHOタバコの規制に関する枠組み条約
に即した取り組みを、政府が率先して進
めること。進捗を可視化できるようにする
こと。

2014
その他（協
議会委員）

小田 和男 埼玉
　神奈川県など先駆的に、分煙対策を行っているが、
もう少し罰則の強化と、それに対する国民の周知を図
るべきだと考える。

2015
その他（協
議会委員）

椛沢 敏雄 新潟 販売価格を上げる。

2016
その他（協
議会委員）

山梨
たばこの値段の上昇は有効だがたばこ農家が云々さ
れているが、準麻薬に評価すべき。

2017
その他（協
議会委員）

村上 隼夫 静岡
禁煙治療に関して国民の認知度が低い。飲食店等、
諸施設における受動喫煙防止対策が不十分である。

未成年喫煙者への禁煙治療に
医療費補助を行う（実施してい
る自治体もあり、今後モデル事
業等で有効性を検証してはい
かがか）。

禁煙治療の保険適用条件（喫
煙指数等）を撤廃し、ニコチン
依存症管理料を引き上げる。

「健康日本21」等で、喫煙率削減目標を
明確に数値化し、禁煙治療を積極的に
広報する。健康増進法第25条の受動喫
煙防止義務を強化する（罰則を設ける
等）。

2018
その他（協
議会委員）

滋賀

①受動喫煙防止や、路上喫煙防止などの対策は徐々
に普及しているが、まだまだ喫煙者自身は、禁煙の必
要がわかっていても止められない、止めたくない人が
多いと思う。いろいろな機会でタバコの害について啓蒙
しなければならない。

小学校での防煙教育を徹底し
て行う（喫煙の低学年化のた
め）。

2019
その他（協
議会委員）

鳥取
喫煙者の理解が進まない（公共施設での禁煙は進ん
でいるが、自治会単位の公民館等での禁煙が徹底で
きない）。

市町村及び職場での研修会等の開催を
義務づけ、たばこの害についての知識を
普及する。

2020
その他（協
議会委員）

宮崎
たばこが最大の危険因子であることは明らかですの
で、積極的な禁煙対策が最も重要である。

たばこ税の引き上げが計画さ
れていますが、さらに段階的に
でも外国並みの引き上げを。

2021
その他（協
議会委員）

本市では、ヘルスプロモーションプランに基づき、平成
12年度から小中校生を対象とした予防教室が行ってい
る。平成21年度より市内全小学6年生を対象に学校医
による教室を開催している。このような対策を行うこと
で、特に女性の喫煙率が低下することを目的に実施
し、評価していきたい。

2022
その他（協
議会委員）

たばこ税は、因果関係が強い
がん対策の推進に優先的に活
用すべき。

2023
その他（協
議会委員）

たばこ単価は５００円以上のアップが望ましい。
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2024
その他（協
議会委員）

たばこ農家の生活維持を言われると、たばこの全面販
売禁止は難しいと思うので、たばこはやはり高級嗜好
品の立場を与える、1ケ1000円以上とか、また他の活
用の開発、葉たばこの成分研究から健康事業（サプリ
メント、医薬品）はできないのかな・・・と思う。

たばこ１個1000円以上特定の
場所での喫煙（たばこバーと
か、生活と切り離す制度）。

2025
その他（協
議会委員）

一般に、たばこが肺がんの原因であることは理解され
ていると思うが、すべてのがんのプロモーターであるこ
との理解が進んでいないように感じる。

国がインパクトのあるコマー
シャルを作成し、全国規模で、
マスコミなどを利用して繰り返
しＰＲすることが効果的である
と思う。

2026  北海道
子供のうちからの喫煙とがん年齢などの研究や、学生
への指導などがないとなにも変わらないような気がす
る。

10.がんの早期発見（がん検診）

予算について 診療報酬について 制度面について

2027 県庁担当者 千葉

・市町村で実施するがん検診の受診率向上も大切だ
が、企業等で働いている人が受け易い環境づくりが必
要。・市町村では財政上の問題から、必ずしも受診率
が上がることを歓迎していないところもある。

・市町村の検診費用を一般財
源でなく、特定補助に戻した方
がいいのではないか。

2028 県庁担当者 福井
若年層（２０歳代）の子宮頸がん検診の受診率が低い
ことや、子宮頸がんに対するワクチンの接種につい
て、学校教育の中で取り組む必要がある。

がん検診の重要性やワクチン
について記載した副読本やパ
ンフレット等を作成し学校教育
の中で取り組むことに対し、助
成したらどうか。

2029 県庁担当者 安藤 幸史 静岡
検診費用の効率が少しおろそかになっている。がん１
人発見の効率（費用）も検討すべきである。

2030 県庁担当者 服部 正興 三重

がん検診受診に対する情報発信が甘い。先ほど書い
たが、治療にいくらかかるか具体的に公示しないとい
けないと思う。悪い言葉を使えば「脅し」が足りないと思
う。また、企業では一般健診や人間ドックを年1回義務
付けているが、要精密検査の所見を受けた社員への
徹底まではしていないのが実情である。これを改善す
れば、だいぶよくなると思う。

2031 県庁担当者 広島
・検診の際の「間接撮影」を廃止し、全員が「直接撮影」
で検診を受けるようにしてほしい。・検診が「土日祝」で
も受けられるような医療体制にしてほしい。

個人負担分を国の予算で補
い、大幅な補助金を出すように
予算化する。

2032 県庁担当者 高知

全国的な規模で精度管理が出来る体制にあるのは、
マンモグラフィのみ。同じ撮影での検診を行う胃や肺に
はない。精度管理のための全国的な体制（組織や基
準）は国として整備すべき。

2033 県庁担当者 がん検診受診率の低迷。 検診料の自己負担の無料化。

属性 氏名
回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID
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ID

2034 県庁担当者
市町のがん検診受診率を50％以上とした場合、市町
の財政にかなりの負担が生じる。民間企業（団体）や
市町が担うがん検診対象者を明確にする必要がある。

市町の検診に対する地方交付
税の拡充。

特定健診と併せて、医療保険者へがん
検診を義務付け、国が助成する。また
は、事業所や医療保険者が行っている
任意のがん検診受診者数を把握するた
め、検診施設から受診者を統計データと
して報告する体制を整備する。

2035 県庁担当者

市町村がん検診事業について、今年度から地方交付
税が２倍になったとはいえ、市町村ごとの増額された
措置額が明示されず、使途が限定されないのでは、が
ん検診事業費の拡大はあまり期待できない。もっと効
果的な予算措置が必要。

受診の啓発及び勧奨の最も効
果的なコールリコールシステム
の全市町村の完全実施が必
要。今年度のクーポン券事業
のような１０割補助事業がより
効果的である。

特定検診同様にがん検診も義務化が必
要。

2036 県庁担当者 検診率を上げるべき。

国が定めた検診を受けている人の医療
費自己負担率を少なくしたり、社員検診
に積極的に取り組んでいる会社の社会
保険料を安くしたりする。

2037 県庁担当者 普及啓発では効果が不十分。
医療保険の適用や受診の義務化など、
制度の抜本的な見直しが必要と考える。

2038 県庁担当者
がん検診の受診率５０％達成には、住民の意識改革
が必要であり、現時点では非常に困難であると感じて
いる。

実施主体である各市町はほと
んどが財政難であり、地方交
付税措置の増額等が「がん検
診実施費用」に反映されていな
い。以前のような負担金として
の交付が必要である。また、が
ん教育に対する予算措置を強

がん検診の保険適用や、受診義務化の
法制化等、思い切った対応が必要である
と思う。

2039 県庁担当者 がん検診を行う機関の整備。

検診機関のキャパシティーの問題で、が
ん検診受診率を上げることには限界が
ある。同様に、要精検者の診断できる医
療機関キャパシティーにも限界がある。

2040 県庁担当者

市町が実施するがん検診は、一般財源化され、平成２
２年度は１３００億円程度の交付税措置がされている、
ということであるが、厚労省の調査では、現状の受診
率でほぼ同程度の予算が市町で執行されている。（普
及啓発費用や人件費などは含まれていない）現状の
平均受診率を２０％ととしても、交付税を倍以上に増額
する必要がある。ただし、交付税は基準財政需要額と
支出額の差額なので、トータルでの交付税額が増えな
ければ、市町にとって財政効果もない。なお、女性の
がん検診クーポン券のように、１０／１０補助で始めた
事業を、交付税措置している、という理由で２２年度か
らは１／２にする、ということは、市町からすれば詐欺
的な行為であると考える。

2041 県庁担当者
市町村が実施しているがん検診の受診率は、全国より
高くなっている。

各がん検診受診率を50％以上とすること
を目指し、重点年齢と定めた年齢層に対
して、より積極的な受診勧奨を行う。
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2042
患者関係
者・市民（協
議会委員）

北海道 夜間休日検診に予算を！

検診無料クーポンは、有効期限ではな
く、いつまでに検診を受けるようにという
表示にする。また、夜間や休日の検診日
を実施、表示する。

2043
患者関係
者・市民（協
議会委員）

秋田
患者、遺族、家族の身近な体験記を週1回新聞に掲載
が必要だと思う。

検診を受けるほどポイントがつくような制
度。中学3年くらいから検診の重要性を
教える。

2044
患者関係
者・市民（協
議会委員）

栃木
１　無関心層への啓蒙。　２　要精検者の受験率。　３
受検率の把握。

１　22年度予算への提案書（分
野9）の各種対策実施への配
分。

２　地域プロモーターの委任（食改善委
員、メタボ阻止隊、禁煙サポーターなど、
健康関係各種委員を統合して、健康推
進員を有給ベースで地方自治体が任命
し、各種健康イベントのプロモーションを
担当してもらう。推進員は公表する）。　３
健康保険組合、人間ドッグ等の受診は
報告を義務づけ、全体像を把握する。

2045
患者関係
者・市民（協
議会委員）

中野 貞彦 東京

がん検診率50％に向けてさまざまな取り組みが行われ
ているが、なかなか進まない現実がある。受診しやす
いように細やかな対策をさまざまに実施していくこと。
特に市町村の努力が大切と思う。

市町村単位で受診率を上げる
ための予算的な補助を充実さ
せる。

2046
患者関係
者・市民（協
議会委員）

皆川 厚 新潟
地域・職域での皆検診徹底対策が必要
と思う。

2047
患者関係
者・市民（協
議会委員）

若尾 直子 山梨
がん検診の有用性がはっきりしない。費用対効果がわ
からない。精度管理が不安。がん検診が自由に受けら
れる施設がない。

費用対効果がはっきりしている
がん検診に対してだけ予算を
かける。

費用対効果がはっきりしている
がん検診は保険適応にする。

精度管理のガイドラインを作る。

2048
患者関係
者・市民（協
議会委員）

石田 秀生 三重
肺結核がが「不治の病｣から「不死の病」になったよう
にがんも｢不治｣からは脱したが｢不死」まてはまだ遠
い。不死への道は早期発見以外には無い。

検診の義務化。検診の無料
化。

2049
患者関係
者・市民（協
議会委員）

末松 智子 滋賀
がん検診の受診行動を促すために、受診しやすい環
境整備を。職場からの強制など。

がん検診が保険適応など安価
で受けられるようにする。

がん医療とがん検診は別のものとの考
え、検診がいつでも思ったときに受けら
れるよう制度化してほしい。

2050
患者関係
者・市民（協
議会委員）

佐藤 好威 京都 精度の高い検診を。 読影力の向上。 養成機関の配置。

2051
患者関係
者・市民（協
議会委員）

広島 発見率が低いのでは。
発見率向上の手段は今で十分
なのか検討し、必要な投資を
すべき。
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2052
患者関係
者・市民（協
議会委員）

山口

自覚症状がなく、お金や時間を使って、わざわざ自分
から出向いて行く事は難しいと思う。小さな頃から予防
医学、検診について学び、なぜ検診が大切なのかを勉
強すべきである。

検診率がアップした国を調べる
と、検診の無料化という事だっ
た。また国内では県や自治体
によって検診の補助のばらつ
きがある。イベントを使って、例
えばお祭りやがんの講演会
等、わざわざではなく、ついで
に受けられる･･･といったことも
一つの案だと思う。できれば国
の補助をお願いしたい。

検診は予防のためなので、検
診目的であれば診療報酬は使
用できない。

会社ではほぼ強制的に検診を受けられ
る制度になっているが、主婦やパート等
は自分で出向かなければ検診を受ける
事ができない。スーパーで買い物ついで
に検診が受けられたり、イベントに参加し
たついでに検診が受けられたり、受ける
側が気軽に受けられるような制度であっ
てほしい。

2053
患者関係
者・市民（協
議会委員）

小野 光則 愛媛

がん検診は、半ば強制的に受診するようにする。検診
は、手軽にできるように場所、日時など検討する。検診
費は、低くして気軽に検診できるようにする。検診受診
率５０％以上にするには、今のままでは無理だと思う。

予算を付け、検診の進め方を
決めて広く知らせる。

2054
患者関係
者・市民（協
議会委員）

秦 榮子 愛媛 がん検診の受診率を上げる。

2055
患者関係
者・市民（協
議会委員）

福岡
①がん検診の呼びかけが、イベント化して効果が見え
ない。　②仕事をしている人は検診を受ける時間がと
れない人もある。

①予算の活用の見直し。
②職場の健康診断にがん検診を組み入
れる・体験者の声をもっと活用する仕組
みをつくる。

2056
患者関係
者・市民（協
議会委員）

秋岡 淑文 鹿児島
「がん検診」受診率と日本人の健康指向との間に大き
なギャップが見られる。その原因を科学的に解明すべ
きと考えるが・・・。

「がん検診」料を無料とするな
どの思い切った施策が受診率
アップにつながるのではない
か？

2057
患者関係
者・市民（協
議会委員）

行政は啓発にかなり力を入れているが、住民のがん検
診受診行動につながっていない。肺がん検診の精度を
検証するべき。

予算はかなりついているが、費
用対効果に疑問を感じる。

各県に検診センターをつくる。検診専従
の医師や技師を育成することで検診の
精度を上げることができる。がん医療と
がん検診を分けて考えるべき。

2058
患者関係
者・市民（協
議会委員）

検診の義務化。検診を受けないと国保
税などの金額が上がる仕組みを導入。

2059
行政府（協
議会委員）

内田 勝彦 大分
特定健診とがん検診の実施主体が一致しないので受
診しにくい。

医療保険者が実施主体となるよう法に
定める。

2060
医療提供者
（協議会委
員）

藤森 敏昭 北海道
頭頚部がん、口腔がんについても内容に含めてほし
い。

2061
医療提供者
（協議会委
員）

上村 恵一 北海道 検診率が低すぎる。

2062
医療提供者
（協議会委
員）

北海道 健診率のアップや、早期発見技術の進歩が少ない。 国による、啓蒙活動が必要。
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2063
医療提供者
（協議会委
員）

有本 卓郎 北海道
バイオマーカーの活用。特に消化器科で・・（内視鏡は
手間がかかり、見逃しやすい）。

簡便で早期がんを的確に検出
できるＲＮＡマーカー／バイオ
マーカーを主体に重点的に。

前記を重点。　予防／早期発
見に加算を。

確実な予防・早期発見など、よい医療・
質の高い医療にしっかり報いるように。

2064
医療提供者
（協議会委
員）

北海道
国の制度変更及び地方財政悪化による集団検診の縮
小や地域による補助項目等の格差。

一般財源から国による個別補
助へ旧補助制度への回帰。

2065
医療提供者
（協議会委
員）

晴山 雅人 北海道 マンモグラフィー及び乳房エコー検査の啓蒙。
マンモグラフィー及び乳房エ
コー検査補助。

2066
医療提供者
（協議会委
員）

北海道
検診受診者と未受診者の医療費に差異
があっても良いと思う。

2067
医療提供者
（協議会委
員）

岩手 受診率が少ない。
リコールを行ったり、夜間の検診等の実
施。

2068
医療提供者
（協議会委
員）

宮城
ハイリスクグループに絞る。有効性を常に検証する。そ
こに十分な予算をつける。

2069
医療提供者
（協議会委
員）

安藤 ひろみ 宮城

検診がいつでも受けられる、簡単に受けられる、負担
が少なくて済む（逆に高いと考えている？）から今年は
受けなくていい・・というのが日本の現状なのかもしれ
ない。受診率の低さが死亡率とどのくらい相関している
かなどの広報が不十分なのでは？

発症頻度の高い年齢層やハイリスク群
にたいして職場なら検診を産業保険の定
期健診とあわせて行うなど、労働基準法
とあわせて出来ないものだろうか？市民
検診もある程度義務化する必要性も検
討しては？

2070
医療提供者
（協議会委
員）

秋田
検診率をあげることと、再検の追跡を確実に実施する
ことが課題。

オプショナルの検診（マンモグ
ラフィ、大腸内視鏡検査等）の
費用1/2を補助する。

市町村の保健師を活用し、対面的な啓
蒙と指導と行政体制を構築する。

2071
医療提供者
（協議会委
員）

橋本 正治 秋田
検診は、ボランティアで頑張っている。日ごろ忙しいの
で休みに出てきてMMG読んでいる。婦人科の先生も少
ないのに文句を言わず検診している。これでいいのだ

人が欲しいが、MMGもA判定以外は誤診
が心配で読んでくれない。頑張ってA判
定を取って、自分の首を絞めている。

2072
医療提供者
（協議会委
員）

廣川 誠 秋田
がん検診受診率の低迷が知識不足によるのか、知っ
ているが行動できない、知っているが行動しないのか
が良くわからない。分析が必要である。

がん検診を受けると何か益になることを
制度上取り入れるべきと考える。例えば
がんが発見された場合、保険者から診
療費が補助されるとかはどうだろうか？

2073
医療提供者
（協議会委
員）

秋田

もっとも必要で緊急性を要する。市町村に委せている
業務の監督と結果収集などは県が主体性を発揮すべ
き。もっと言えば国の機関が全てを仕切ることができれ
ばもっと効果あると考える。

2074
医療提供者
（協議会委
員）

山形
市町村が費用負担した場合には、市町村のがんに対
する医療費負担が激減することを納得してもらう。

行政負担がメリットあり。
保険者負担は無理、保険者がつぶれ
る。

2075
医療提供者
（協議会委
員）

新澤 陽英 山形
日本は圧倒的に先進諸国に比べ検診受診率が低い。
特に職域の受診率が低く、精検受診率が低いことが問
題である。

助成制度を十分なものにすべ
き。

雇用者に対し検診受診率が低い場合、
何らかのペナルティを課する制度が必要
か。
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2076
医療提供者
（協議会委
員）

福島
がんの原因は何か？→日常生活上で気
を付けること→検診の意味を系統立てて
市民が理解できる市民講座を開催。

2077
医療提供者
（協議会委
員）

福島
症状がないと医療機関には行かない方がまだまだ存
在すると思う。健診受診率もあまり変化がない（あがっ
ていない）ように感じる。

2078
医療提供者
（協議会委
員）

齋藤 浩 茨城
住民健診・職域健診等の統合化～検診・精検率に昇
栄。

2079
医療提供者
（協議会委
員）

茨城
がん検診50％を目指しているが、子宮がんも前立腺が
んもかなり低い(20％以下)。

2080
医療提供者
（協議会委
員）

茨城 がん検診希望者が全員検診を受けられない。
がん検診医療従事者の配備に
対し、経済的支援を行う。

2081
医療提供者
（協議会委
員）

野村 明広 茨城

肺がんについては、偽陽性の症例が非常に多い。見
逃しを避けるために、必ず胸部CTを撮影するが、正常
にもかかわらず被爆を余儀なくされる人が多いのが気
にかかる。肺がん検診については、続けるべきかやめ
るべきかを早く結論を出し行動に移してほしい。

結核を見つける目的での胸部単純Ｘ線
撮影は良いように思う。肺がんを疑う目
的での胸部ＣＴ検査については個人的に
はあまり必要性を感じない。むしろ、被爆
が増えることによる発がんの方が問題で
はなかろうか。したがって、肺がん検診と
の表現をやめ、結核検診とし、肺がんが
気になる人は人間ドックで胸部ＣＴを撮る
べきではないか？

2082
医療提供者
（協議会委
員）

古川 欣也 茨城
肺がんに関しては、末梢型が多いために中心型肺が
んに対する医師の意識が薄れてきている。喀痰細胞
診の重要性を再度認識すべき。

2083
医療提供者
（協議会委
員）

満川 元一 茨城 子宮頚がんワクチンの早急な公的補助。

2084
医療提供者
（協議会委
員）

茨城
早期がん活療に対するインセ
ンティブ。

2085
医療提供者
（協議会委
員）

茨城 検診施行が県や市町村の判断にまかされている。
国家全体で推進すべき。そのための法
整備を。

2086
医療提供者
（協議会委
員）

栃木

検診率が上がらないのは、健康保険によって医療費の
負担が欧米に比べて少ないことが考えられる。このこ
とをもっと国民に周知させて、結局は保険料の負担増
につながっていることを教育するべき

2087
医療提供者
（協議会委
員）

栃木

検討会で出された国・県・市町村・検診機関などの役
割が遵守されるような仕組み作りがない。県のがん委
員会がその役割を果たしていない。クーポン券など予
算のばらまきは中途半端である。

クーポンではなく継続されたが
んの予算として市町村へいくべ
きである。

県のがん委員会がどのような活動をして
いるのか把握し、国は指導をしていただ
きたい。

2088
医療提供者
（協議会委
員）

大竹 一栄 栃木 健診が形骸化している。 健診への補助金の増額。 増額。
健診ではなく、検診を法的に義務付け
る。
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2089
医療提供者
（協議会委
員）

佐藤 英章 埼玉
50代より採血による腫瘍マーカーの測定を定期健診へ
盛り込むことを義務化する。

健診費用の一定率を国の予算
に計上する（都道府県レベルで
なく）。

2090
医療提供者
（協議会委
員）

伊藤 博 埼玉
医師不足の折、特に公立病院や公的病院において
は、検診事業へ人材をさくことが難しくなっている。

2091
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉
がん予防と早期発見が必要であることはわかっている
ので、国も積極的な政策を採るべきである。

がん検診受診者等のデータを
しっかり取るべきである。

がん検診を受けやすいような制度を考え
るべきである。例えば検診料の補助や休
日も検診可能なようにしたら良いであろ
う。

2092
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉 がん検診の普及。
がん検診も保険適応になると
検診者が増加するのではない
か。

検診年齢を決め、年1回等検診を義務化
することも必要ではないだろうか。

2093
医療提供者
（協議会委
員）

東京 実効性の検討が必要だと思う。

2094
医療提供者
（協議会委
員）

東京 ＰＥＴ－ＣＴ費用の削減に努力すべき。
ＦＤＧの価格引下げを早急に検
討すべきだ。

2095
医療提供者
（協議会委
員）

東京
検診体制の充実が必要。精査になった場合、一次検
診に戻れない方が多くいるため、専門病院の外来を圧
迫している。

検診目的での受診でも病名を
つけて診療とせざる負えない
現状があります。本来は保険
適応でないことを周知すべき。

2096
医療提供者
（協議会委
員）

岩瀬 理 東京
なかなか難しい問題だと思う。どこまでの水準で行う
と、意味があるのか、またある程度高い水準まで高め
ると、そのコストは誰が払うのか？

2097
医療提供者
（協議会委
員）

東京
啓蒙活動。特に、早期発見で治る可能性
の高いがんに集中して。胃がん、大腸が
ん、前立腺がん、婦人科がんなど。

2098
医療提供者
（協議会委
員）

東京
小学～大学における検診の重要性につ
いての教育を導入する。

2099
医療提供者
（協議会委
員）

山下 孝 東京 最低の安いがん検診と自由診療で有料を分ける。
すべて無料のがん検診はよく
ない。ある程度有料にすべき。
収入に合わせてもよい。

診療ではない。
受診率を向上させる。検診を受けない
で、がんになった場合は診療点数が高く
なるようにする。

2100
医療提供者
（協議会委
員）

池田 徳彦 東京
個別検診を行っている地域ではきちんとした精度管
理、追跡調査がなされていない。受診率が低い。

検診に対する補助金の増加。
「安かろう悪かろう」的な検診
業者の排除。

自費でオプションの追加。
休日や夜間に検診や検査を割高で受け
られる制度は必要でないかと思う。

2101
医療提供者
（協議会委
員）

小池 哲雄 新潟 市民へのがん治療についての教育・啓蒙が必要。
市民公開講座などにも予算を
付ける。

2102
医療提供者
（協議会委
員）

新潟 検診率が低い。 予算が少なすぎる。

2103
医療提供者
（協議会委
員）

新潟
がん検診の受診率に大きな改善が認められていない。
がん検診の有効性に関する情報が、必ずしも整理され
ていない。
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2104
医療提供者
（協議会委
員）

富所 隆 新潟

がん検診を市町村に丸投げしている現状では、現在の
ような地域格差は解消するはずがない。治療の均てん
化と共に、検診体制の均てん化も図るべきではない
か。今年度行われた婦人のための受信カードのような
制度を、5大がんに試みてはどうか。

2105
医療提供者
（協議会委
員）

薄田 芳丸 新潟 受診率が低い。 自己負担を軽減する。
医療保険や生命保険の保険料を、検診
受診者は減額する。

2106
医療提供者
（協議会委
員）

澤﨑 邦廣 富山

早期胃がんや早期大腸がんの発見には、内視鏡検査
が必須と思われるが、内視鏡医の数が絶対的に不足
していると思われる。内視鏡以外の検査方法の開発も
進める必要があると思う。

2107
医療提供者
（協議会委
員）

石川 がん検診受診率の低さ。

2108
医療提供者
（協議会委
員）

石川 一番重要。 検診に予算を多めに。
検診受診で発見されたもの
は、治療費は割引されるなど。

検診で分からず、症状がでてから発見さ
れたときなど、文句を言わせないように。

2109
医療提供者
（協議会委
員）

石川 ピロリ菌除菌。
ピロリ菌陽性の一般人の除菌
に対する補助金。

2110
医療提供者
（協議会委
員）

小川 貴司 福井
「がん」という病名を聞くと、もう死んでしまうようなイ
メージがあるため、高齢者はなかなか検診には行かな
い。高齢だと検査すると何か引っかかる。

がんについての知識をもっと持ってもらう
必要がある。

2111
医療提供者
（協議会委
員）

福井

胃がん検診体制がBa造影検診のみで行われているた
め、読影医不足、検診受診者の増加しないなど多くの
課題が出てきており、崩壊寸前である。人間ドック健診
と同様に、内視鏡検診との検診方法の選択性を導入
すべきである。

住民が選択する、内視鏡によ
る胃がん検診の予算を設け
る。

市町の医師会単位で検診体制を整備で
きるガイドラインを作成する。

2112
医療提供者
（協議会委
員）

片山 寛次 福井
もっとも効率よく医療費を削減
できるがん検診を無料化する。

もっとも効率よく医療費を削減できるが
ん検診を無料化する。

2113
医療提供者
（協議会委
員）

橋渡 智美 岐阜
行政、病院、市町村の保健センター、患者会と協力し
て、“検診の大切さ”を広めていく必要がある。是非予
算に組み入れてほしい。

行政、病院、市町村の保健セ
ンター、患者会と協力して、“検
診の大切さ”を広めていく必要
がある。是非予算に組み入れ
てほしい。

検診に向けての大切さをPRするような行
事(市民参加)を年に一度できるような制
度化。

2114
医療提供者
（協議会委
員）

小川 和代 岐阜
検診率をあげるための施策が必要。仕事の忙しい方た
ちでも　検診が可能になる体制作りが必要である。

検診の義務化。

2115
医療提供者
（協議会委
員）

飯嶋 理 静岡 口腔がん検診を実施すること。
口腔がん検診に予算をつける
こと。

現行のままで検診は実施でき
ると思われる。

口腔組織に日常接している歯科医師
が、口腔がん検診に参加できるシステム
を構築すること。

2116
医療提供者
（協議会委
員）

静岡

なぜ、早期発見をしないといけないのか（後期発見で
は手遅れとか、医療コストの割に社会復帰・貢献が出
来ないなど）が、一般人に伝わっていない。無料クーポ
ンが出たら検診者はふえているが。
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2117
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
がん検診が効果的な年代の人に、いかに受診してもら
うか、やはり啓蒙活動が必要？

2118
医療提供者
（協議会委
員）

静岡 市町村によって費用が異なるケースがある。 費用の均てん化、無料化。

2119
医療提供者
（協議会委
員）

静岡

・PSAの検診導入。　・便潜血検査の受診範囲の拡大。
・乳がん検診（マモグラフィー、超音波検査）の有用性
の広報。　・検診胸部ＣＴの受診範囲の拡大。　・胃
fiberの検診拡大（胃透視の低診断性の周知）。　・肝炎
ウイルスの検診範囲の拡大、等検診普及に向けての
公的活動と予算措置が必要である。

2120
医療提供者
（協議会委
員）

川口 実 静岡
死亡率減少効果が証明されている臓器と、そうでない
臓器がある。死亡率減少が明らかながん検診は社会
活動をして健診を受けさせるような活動が必要。

消化器がん検診では、レベルの一定化
が必要。

2121
医療提供者
（協議会委
員）

愛知
がん検診の受診率を向上させる（現状では低い）。開
業医での胃がん検診：UGIX-p技術が低すぎる。

可能なら無料化。
消化器専門医が、検診できる
制度を確立し、診療報酬をあ
げる。

内視鏡検診の採用。各科専門科医のみ
検診が可能とする。

2122
医療提供者
（協議会委
員）

戸澤 啓一 愛知
前立腺がん検診が制度化されていない都道府県が少
なくない。

検診にあてる予算の大幅な増
加が必要。

2123
医療提供者
（協議会委
員）

愛知

ただ早く発見すればよいのではなく、早期発見が予後
改善につながるという科学的なエビデンスの検証と、
がん検診はそれらエビデンスが確認されたものに絞る
べきと思います。

2124
医療提供者
（協議会委
員）

大野 稔人 愛知 意味が有る事と、ムダな事と、医学的な検討を。

2125
医療提供者
（協議会委
員）

加藤 岳人 愛知
・職業によって（特に自営業）症状があっても受診しな
い。我慢してしまう人がいる。　・がん検診の普及。

人間ドックの半強制化。

2126
医療提供者
（協議会委
員）

愛知 がん検診の推進。
がん検診費用を、健康保険料の算定に
おいて控除する。

2127
医療提供者
（協議会委
員）

愛知

・がん検診率が上がっておらず、その改善が必要。・が
ん検診による有効性が科学的にどこまで担保できるの
かをはっきりさせること。また、その有効性についての
研究的評価を進めることが必要。

がん検診を無料化すること。

40歳、45歳、50歳という年齢で無料化ス
クリーニングをする。早期発見こそが治
癒をもたらす最も良い方法であるという
宣伝をもっと行う。

2128
医療提供者
（協議会委
員）

篠田 雅幸 愛知
一次検診のみならず二次検診
に対する補助。

225



予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2129
医療提供者
（協議会委
員）

矢口 豊久 愛知

検診の無料化など、住民が検診を受ける環境が整う一
方で、急速に増大する検診受診希望者に病院の受け
入れ態勢が追いついていない、という実状がある。住
民に対する環境だけでなく、病院の受け入れ環境を同
時に整えなければならない。この点が現状片手落ちで
ある。補助金の使途に制限があり、予算が有効活用さ
れていないと感じる。

医療機器の補助、例えばMRIコ
イルの半額補助などは現在の
病院の経済的体力を考慮せず
に決められている。高額機器
は半額でもかなりの額となり、
買うとなれば、院内の他の導
入希望機器(更新を含む)の購
入を圧迫してしまう。検診・一
般診療の両方で使用する、例
えば内視鏡機器・レントゲン設
備や検診車の更新にも補助金
が使えるなど、使途制限をもう
少し緩和すべきである。

検診で要精査となって受診す
る初診患者に対して、一定の
加算が算定できるしくみが望ま
れる。増加する検診に対して病
院側の態勢を整えるのに必要
な処置と考える。

2130
医療提供者
（協議会委
員）

三重 検診促進、啓蒙活動の充実。 保険者負担の確保。

2131
医療提供者
（協議会委
員）

中瀬 一則 三重 がん検診の普及が遅れている。
以前のように自治体検診への
補助金を特定財源化し、増額
する。

会社検診、人間ドックでの検診の受診率
が不明であるため、がん検診の真の受
診率が不明である。地域住民のがん検
診の受診を法制度化し、すべての検診を
含めたデータベースを構築する。

2132
医療提供者
（協議会委
員）

玉置 久雄 三重
当院はがんの検診・早期発見を推進するために、毎年
二次医療圏に出向いてがん予防講演会を開催してい
るが、参加者を募り集めるのがたいへんである。

講演会や市民公開講座などに対する地
方自治体の協力体制を望む。

2133
医療提供者
（協議会委
員）

三重 ・検診者数の低さが問題。
・70才以上高齢者に対する配
慮が必要か。

2134
医療提供者
（協議会委
員）

滋賀
・がん検診の現状把握が十分できていないのではない
か。

2135
医療提供者
（協議会委
員）

千葉 勉 京都
がん検診に政治が入りすぎており、適切な検診とは
なっていない。胃X線撮影などは完全に無意味。

無意味な検診をやめ、真に重要なものを
ピックアップすべき。

2136
医療提供者
（協議会委
員）

冨士原 正
人

京都
早期発見に繋がらない検診方法が、現在も一部継続し
ておこなわれている。

有用性の低い検診を廃止し、より精度の
高い検診方法を取り入れるべきである。
たとえば、肺がんのＣＴ検診等。

2137
医療提供者
（協議会委
員）

京都
地方自治体は受診率向上を目指しているが、医師など
検診スタッフの不足、費用の不足が課題と思われる。

積極的に取り組んでいる自治
体に補助が必要と思われる。

2138
医療提供者
（協議会委
員）

清水 義博 京都
がん検診の精度管理が監視されていない。受診を促
す政策も必要だが、希望者が受診できない機会不足
のほうがもっと問題。

前記計上。
予防効果や生存率向上のエビデンスの
ない検診項目は中止。胃透視はやめる。

2139
医療提供者
（協議会委
員）

清原 久和 大阪 がん検診率の向上、行政の取り組みの強化。
がん検診の無料化と受診のない時罰則
を。

2140
医療提供者
（協議会委
員）

小林 研二 兵庫
検診するための機器及び人員
を増やしてほしい。
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2141
医療提供者
（協議会委
員）

西村 亮一 兵庫

勤労者のがん検診に関する責任の所在がはっきりしな
いがん検診の予算が、一般予算として地方自治体に
下りているが、実際にがん検診に使われているかどう
か、はっきりしない胃カメラががん検診の検査項目に
入っていない。がん検診の受診勧奨に関する日本独
自の研究が存在しない。がん検診と特定健診が分離さ
れている。

がん検診を受ける個人に対し
て経済的なインセンティブをつ
ける予算を。

国民全員に対して、がん検診は国が責
任を持って行う制度にする必要があるが
ん検診に関する啓発が必要地方自治体
で、交付されたがん検診予算ががん検
診に使われているかどうかを検証する制
度と、その結果により次年度の交付額が
決定されるシステムがん予算の仕組み
について、国民や医師に啓発を胃カメラ
をがん検診の検査項目に加えるがん検
診の受診勧奨に関する研究を行い、よい
方法について啓発するがん検診と特定
健診が同時に受けられるような体制づく
り。

2142
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
メタボリック症候群ばかりを取り上げ、がん検診への手
当てが薄い。

全国での受診率が30%以上に
なるように予算投入する。

メタボリック検診をやめ、たばこ対策とが
ん検診に予算も人力も投入する。

2143
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山

検診体制は乳がんはじめ、向上してきていると考えて
いる。しかし、当県は受診率が低い。それは自己負担
金が他府県に比して高い事（特に和歌山市）が原因と
考える。啓発活動も十分とは言えない。

2144
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 検診の受診率を向上できないか？
特に弱者、自営業、専業主婦、退職者な
どへの検診の啓発。

2145
医療提供者
（協議会委
員）

尾野 光市 和歌山 いまだに胃透視を行う場合がある。 すべて胃内視鏡にすべき。

2146
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 検診の推進。

2147
医療提供者
（協議会委
員）

山口 和哉 和歌山 乳がん検診の受診率が欧米に比べ低い。

2148
医療提供者
（協議会委
員）

木下　 貴裕 和歌山 和歌山県の検診率の低さ。
もう少し、検診事業にも予算
を。

2149
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山

職場検診などある程度義務付けながら、
受けやすい環境で出来るだけ全てのが
ん検診がうけられるようにするべき。職
務扱いでも休んでどこかの医療機関へ
行くようにという制度では実際は行けな
い。これによって、若年層の受診率は上
がるはず。

2150
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
出来るだけ放射線を使わない方向でのがん検診をお
願いしたい・・・コスト、２次がんの観点から。

検診を受けたらお金をもらえる
方式にする。

2151
医療提供者
（協議会委
員）

鳥取
働いている人のがん検診受診機会の確保ができてい
ない。

職場健診で、がん検診を強制的に受け
るような制度を設けてはどうか。
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2152
医療提供者
（協議会委
員）

前田 迪郎 鳥取 　保険者・事業者負担によるがん検診体制の拡充。

2153
医療提供者
（協議会委
員）

山下 裕 鳥取

自己責任において受診できるよう啓発。　インフルエン
ザにおいてワクチン接種希望者が殺到したごとくうまく
啓発ができれば、補助の有り無しに関係なく、増加が
期待できるのでは？ただし、精査機関が対応できるか
疑問。

2154
医療提供者
（協議会委
員）

鳥取

トータルとして地域のがん有病率を把握し、死亡率減
少を達成するために保険者負担による検診を行うべき
であり、５０％目標達成に対しインセンティブを導入す
る。

保険者と市町村に別れ、受診率の把握
が出来ないため一元化をはかることが必
要（精度管理の面から、統計上も）

2155
医療提供者
（協議会委
員）

きむら 秀幸 岡山

重点目標の設定。たとえば、乳がんの検診若くてもす
ればするほどいいのだとというのではない。４０代・５０
代を重点的に検診する、事を広める。なんでも絨毯爆
撃方式をとるほど、予算が余っているわけではないと
思われる。

出産時の子宮頚がん検診を無料化す
る。

2156
医療提供者
（協議会委
員）

片岡 健 広島

乳がん検診に従事しているが、マンモグラフィ読影講
習会や試験、あるいは超音波講習会・試験は、現在ま
で自腹（実費）で行われているが、その費用や維持費
は馬鹿にならない。検診率アップ（５０％）のためには、
精度管理の面からは、まだまだ人数が不足している。

国または県からの多少の補
助・援助があっても良いのでは
ないか？

同前記。 わからない。

2157
医療提供者
（協議会委
員）

広島
がん検診の項目が各自治体によって異なる。「膵が
ん」スクリーニングの項目が皆無。

検診に対する公的補助の増
額。

検診を受けて、異常が発見さ
れた症例に対する患者自己負
担の減額。

自治体が行なう検診を定期的に受診し
た患者に対する減税制度の創設。→受
診率向上のため。

2158
医療提供者
（協議会委
員）

広島 検診率が低い。

企業や、一般市民を対象とし
た、健診項目にがん健診の項
目を加える（女性の場合、マン
モグラフィーなど）。

2159
医療提供者
（協議会委
員）

広島
がん検診は無料にして受診率を高めること、早期発見
早期治療が結局は医療費が安くなることを考えてほし
い。

2160
医療提供者
（協議会委
員）

岡 正朗 山口
検診は補助金が少なく、受信者は増加していない。ま
た、検診車も不十分で、職員も不足しており、このまま
では検診率は増加しないと思う。

2161
医療提供者
（協議会委
員）

宮下 洋 山口 地域住民の受診率を向上させる。
行政からの宣伝と10/10の無
料検診とする。

加算が必要。 検診業務の専従医師が望まれる。

2162
医療提供者
（協議会委
員）

伊東 武久 山口
がん検診率の正確な把握（市町検診、職域検診等を
含めた正確な検診率が出ていない）。

2163
医療提供者
（協議会委
員）

山口
一般的に住民のがんに対する基本的知識が不足して
いることが検診率の低さにつながっていると思う。　　そ
こに重点を置いた啓発活動が不十分。

2164
医療提供者
（協議会委
員）

山本 達人 山口 がん検診受診率の低さが改善されていない。
休日検診を推進するよりも、企業か事業
主が検診のための有給休暇を義務づけ
る制度を考慮すべき。
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2165
医療提供者
（協議会委
員）

山口 健診受診率の低下。
予算配分、あるいは広報活動など、市町
村に任せっぱなしでなく、しっかりと財源
確保が必要である。

2166
医療提供者
（協議会委
員）

徳島

早期発見は、がん対策の最重要事項。検診は公的資
金で。現在実施している子宮がん検診、乳がん検診の
無料クーポン券を継続（今回のクーポン券事業の結果
を報告、分析し、今後の対策を考える）。

検診を義務づける。検診していない者
は、保険料を多く取る。（検診を受けてい
る者は保険料を安く）

2167
医療提供者
（協議会委
員）

藤田 純子 香川

20-50代では、やはり、がんは他人事と思っている人が
多く、検診も受けない人がまだまだ多い。市町の検診
は高齢者のみ自己負担が少ないため、がん検診が必
要な人への対策とはいえない。

がん検診が必要な年代への対
策。

広域化。

2168
医療提供者
（協議会委
員）

香川
健診の強化。　任意より必須にする。　主婦などは健診
をうけなくてもどこからもクレームがこない。

健診の項目を増やす。　無料
化。

健診の強化。　任意より必須にする。　主
婦などは健診をうけなくてもどこからもク
レームがこない。

2169
医療提供者
（協議会委
員）

香川 啓蒙活動の不足。 啓蒙活動の予算を付ける。 早期患者での診療報酬加算。

2170
医療提供者
（協議会委
員）

香川

早期発見に効果的な人間ドックや腫瘍ドックは、補助
が出る場合があると言えども高額であり、結局経済的
に余裕が無い人は受けられていない。また希望者も多
く、医療機関によっては申込から受診までに月単位の
日数がかかることもある。

2171
医療提供者
（協議会委
員）

吉澤 潔 香川 受診率の低迷と受診者の高齢化

65歳以上の高齢者の検診に対
する公的援助を廃止する。そ
の分をがん治療診療報酬増点
などに当てる。

高齢者のがん検診に診療報酬
を設定する。早期発見のため
の公費負担がん検診は働き盛
りの年齢層に対して行うべきも
のである。

上皮内がんや非浸潤がんへのがん保険
支払い除外規定を廃止するよう保険会
社を指導する。早期発見を目指すことへ
の動機づけとなる。

2172
医療提供者
（協議会委
員）

坂東 義教 香川
１）受診率が低い。２）各組織ごとの受診率を把握する
ことはできても、住民全体の正確な受診率を把握する
のが難しいという現状がある。

がん検診での多額の予算を確
保する。

2173
医療提供者
（協議会委
員）

筧 善行 香川
がんの早期発見の推進と過剰診断は表裏一体です
が、死亡率低下効果の認められる検診については否
定するような動きは感心しない。

2174
医療提供者
（協議会委
員）

津村 眞 香川
肺がんにはCT検診の導入（医療費が増加するので、
補助金制度などは？）胃がんでは、レントゲン検査を廃
止し、胃カメラ検診とする。

2175
医療提供者
（協議会委
員）

愛媛
検診の受診率が悪すぎる。もっとがんが身近で、自分
がいつがんに罹患するかわからないことをアピールす
べきだ。

検診を受けない人は保険料率
をあげるとか、税金を少し増や
すとか何らかの処置が必要で
はないか。

2176
医療提供者
（協議会委
員）

亀井 治人 愛媛

検診の重要性はいわれているが、受検率は伸びない。
クーポンを出しても思ったほど効果がない。受検動機
の向上は国民への啓蒙しかないが、やはり実際の受
検率向上については費用の問題が大きい。

検診の公的費用負担分の増
加？自己責任では限界があ
る。

2177
医療提供者
（協議会委
員）

中村 章一
郎

高知 検診費用を国がもっと出すべき。
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2178
医療提供者
（協議会委
員）

高知

各自治体にお願いしたいのは、検診率を
上げる努力は必要と考えるが、地域の実
情を理解したうえで、どのような一次検
診を地域の基幹病院に任せるのか検討
してもらいたい。

2179
医療提供者
（協議会委
員）

高知 精度に問題があると思う。

2180
医療提供者
（協議会委
員）

田村 和夫 福岡
市町村にまかせるているため、地域によって検診率に
差がある。また、予算が限られているため検診の質の
担保が必ずしも十分ではない。

検診に対する予算措置。
県と市町村が共同でがん検診対策をす
る。検診基準を設定し、その質を評価す
るシステムを構築する。

2181
医療提供者
（協議会委
員）

福岡 分野（９）に同じ。

2182
医療提供者
（協議会委
員）

福岡
PETでは早期発見ができないことを一般
に知らせる。

2183
医療提供者
（協議会委
員）

佐賀 受診率の向上。精度管理。

2184
医療提供者
（協議会委
員）

佐賀
検診率をどう上げていくかが最大の課題と思う。苦痛
のない・時間的制約の少ない検診の開発も必要。

がん検診の主体を国にする。
受診率が高い市町村ほど財政負担が少
ないような制度にする。

2185
医療提供者
（協議会委
員）

湯ノ谷 誠二 佐賀
まだまだ地方では、がんの早期発見の必要性に対す
る認識の啓蒙が不足している。

市民講座開催などへの資金的
援助。

2186
医療提供者
（協議会委
員）

中嶋 由紀
子

長崎 就労者が受診しにくい。
前項でも出しましたが、検診車
の増加。

受診日の休暇。

2187
医療提供者
（協議会委
員）

朝長 万左
男

長崎 国民教育を地味にしっかり（中高生にがんの知識を）。 教育に予算措置。

2188
医療提供者
（協議会委
員）

長崎 検診受診率がなお低い。

ク－ポンの発行などでお金を
補助しないとなかなか受診しな
いのでは？言い古されている
が予防にお金をかけるほうが
はるかに安くつくはず。

2189
医療提供者
（協議会委
員）

大分 がん検診。
保険者負担によるがん検診の
モデル事業の推進。

2190
医療提供者
（協議会委
員）

大分 がん検診の有効性についての実証研究。

地域の医療機関と健診機関の
連携による登録が必要で、そ
の取り組みに対する診療報酬
の加算。

がん検診による罹患率の軽減の実証を3
カ年計画などで行う。

2191
医療提供者
（協議会委
員）

白尾 国昭 大分 受診率の向上を図る。
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2192
医療提供者
（協議会委
員）

大分 口腔がんの検診。

2193
医療提供者
（協議会委
員）

大分 特定検診により、がん検診がかすんでしまったようだ。
がん検診の予算は、従来通り
必要であろう。

2194
医療提供者
（協議会委
員）

鹿児島
がん検診の受診率向上をいっているが、こちらも本気
になっているように思えない。

2195
医療提供者
（協議会委
員）

小玉 哲史 鹿児島 一定枠内での義務化。

2196
医療提供者
（協議会委
員）

佐村 博範 沖縄

病院の利用法：病院を受診した者は、胃が痛いなどの
適当な症状を言って胃がん検診、大腸がん検診、肺が
ん検診、肝臓がん検診などドック受信者が自己負担と
なっている部分も医療費でまかなう事ができる。知って
いる者が得する現状がある。

定期的に必要ながん検診は無料化す
る。その為の財源は保険費の増額で賄
う。要するに健診料はすでに支払ってい
る状態。受けなきゃ損で受診率アップも
図る。

2197
医療提供者
（協議会委
員）

沖縄

必要と思うが、検診の受診率が上がれば、二次検診
（要精査）受診者も増えるので、それに対してもきちん
と対応してほしい。たとえば、検診受診率をあげれば、
消化器の分野では胃カメラや大腸カメラの需要も増え
ると思われるが、当地域でこれ以上大腸カメラの受診
者が増えると対応が困難。全国でもこれに類した状況
の地域も多いと思う。

2198
医療提供者
（協議会委
員）

がんドックの補助金。 がん検診を保険適応にすれば。

2199
医療提供者
（協議会委
員）

検診受診率を上げる。
国として都道府県に補助を出
す。

メタボ検診は中止する。

2200
医療提供者
（協議会委
員）

受診率向上への取り組みが最優先である。

2201
医療提供者
（協議会委
員）

検診率アップが課題である。 広報予算の拡充。 他の検診との共同実施。

2202
医療提供者
（協議会委
員）

がん検診に年齢制限がある。自己負担金額が高く、受
診できない場合もある。検診を受けられる施設に制限
がある。

がん検診を無料にする。どこで
も受けられるよう、巡回型検診
車をつくり、誰でもどこでも受け
られるようにする。

2203
医療提供者
（協議会委
員）

がんの診療に従事できる人をもっと増やす施策をお願
いしたい。

2204
医療提供者
（協議会委
員）

新聞報道では予算不足で検診
率upは出来ないとあり、別途予
算の計上が必要ではないか。
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2205
医療提供者
（協議会委
員）

エビデンスがある検診とエビデンスがない検診を区別
して行うべき。現状は玉石混交。これでは十分ながん
検診業務にはならないと思う。また集団検診と個別検
診についても医療スタッフですら区別がついていない
現状で検診業務を推し進めること事態に問題がある。

まず検診業務でを濃く民に理
解していただくことが何より大
事。

2206
医療提供者
（協議会委
員）

早期発見のためにもドック等の推進。
マンモグラフィーのみでなく内
視鏡等も強化事業費等で補助
して貰いたい。

2207
医療提供者
（協議会委
員）

乳がん・子宮がんの検診は支援意義は高いが、高齢
者の前立腺がんや喫煙ハイリスク者への肺がん検診
の公的援助は少なくてもよいのではないか。

１次検診の判定基準のばらつきが臓器
によっては目立ち、精度優先なのかあく
まで早期発見のために要精検者数が増
えるのは仕方ないのかが１次検診実施
医師へフィードバックされていないので
はないか。

2208
医療提供者
（協議会委
員）

検診を受けるためには時間調整の負担が大きく、検診
を受けにくい制度になっている。

気軽にいつでも個人的時間の
都合が合う時に受けられる検
診の制度や設備が必要ではな
いか。

気軽にいつでも個人的時間の都合が合
う時に受けられる検診の制度や設備が
必要ではないか。

2209
医療提供者
（協議会委
員）

検診率が向上しない。
従来、受診しなていない層を受
けるように、最初は無料にする
など、きっかけを支援する。

2210
医療提供者
（協議会委
員）

低い受診率、不十分な精度管理。
受診者の経済的負担軽減につ
ながる予算措置

地域がん登録を利用した検診の精度評
価の普及。

2211
医療提供者
（協議会委
員）

検診率が低い。
生命保険加入条件に加える。（子宮頚部
細胞診など。）

2212
医療提供者
（協議会委
員）

分析データが不十分（がん登録の重要性）がん登録の
データが集積されるには、3年、5年、10年など時間が
かかる。そのデータから対策を打ち出し、効果を分析
するにはさらに年数がかかる。

がん登録の法制化（地域がん登録、院
内がん登録）

2213
医療提供者
（協議会委
員）

地方では病院が検診業務行なっているため、現在の
診療状態では通常の患者の他に検診もしなくてはなら
ず、負担が大きい。

開業医や検診専門の施設を利用して欲
しい。

2214
医療提供者
（協議会委
員）

受診率が低い。 振り向けるべき。 厚くすべき。 普及啓もう活動の強化。

2215
医療提供者
（協議会委
員）

国レベル、県レベルでがん検診体制や目標設定が行
われているが、実際の事業者は市町村であり、地方交
付金を始めとする検診のための予算の立案について
は市町村に委ねられている。市町村における検診体制
の格差が国全体としてのがん検診の推進が円滑に進
まない一因と考えられる。

国→県→市町村という多重構造を廃止
し、国の責任のもと設定した目標到達が
可能な予算、人員によるがん検診体制を
立案し、国に所属した専門職を市町村に
配属し検診事業を進める。モデル事業と
して検診対象となるがんを絞り込んで
行ってもよい。
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2216
医療提供者
（協議会委
員）

本当に健診の有効性は有るのか？発見率0.・・％のた
めに莫大な金を使うよりもっと有効な金の使い道はな
いのか？このような時は病院にいきましょうでも良いの
では？

2217
医療提供者
（協議会委
員）

検診に関しての広報増加コイン検診を推
奨。

2218
医療提供者
（協議会委
員）

マンモグラフィー検診が普及しつつあるが「要検査」率
が高すぎる印象がある。

精査管理の更なる充実。

2219
医療提供者
（協議会委
員）

受診率が圧倒的に低い（世界の中で）。
地方財政だけでなく、国の補助
がなくしてできるわけない。

2220
医療提供者
（協議会委
員）

CCS専用のパンフレットが必要。

2221
医療提供者
（協議会委
員）

受診率の向上を図ること。

2222
医療提供者
（協議会委
員）

主婦や老人などの検診率があがっているのか？もっと
国民にがんについての予防についての啓発が必要な
のではと感じている。

2223
医療提供者
（協議会委
員）

がん検診受診率が低い。 検診受診の助成金を増やす。

・胃がん検診において、ヘリコバクタ・ピ
ロリ抗体検査、ペプシノーゲン検査の導
入を急ぐ必要がある。・がん検診受診を
国民（県民）運動に盛り上げる。マスコミ
の協力が大きい。

2224
医療提供者
（協議会委
員）

現状を把握しづらい検診を受ける機会が少ない。 早朝や、夜検診を受けれる施設の設立。

2225
医療提供者
（協議会委
員）

がん検診に対する補助の増が
必要では。

2226
医療提供者
（協議会委
員）

受診率の低迷、より効果的な検査法の導入。

子宮、乳房の無料クーポン券
により受診率が向上したことよ
り、他の検診にも同様な方式を
導入。

胃：内視鏡検査の導入。大腸：内視鏡検
査で数年に１回の受診。乳房：若年者に
対する超音波検査の導入。肺：ＣＴ検査
の導入。

2227
医療提供者
（協議会委
員）

細胞診は診断に直結するものであり施設単位の精度
管理だけでなく、個人の技量に左右されることも少なく
ないと考えられるため検査の精度管理の充実を図る必
要があると思う。

臨床検査技師会の協力を得て、細胞検
査士単位の精度管理の充実を図る。
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2228
医療提供者
（協議会委
員）

がん検診の受診率が低いことが一番の問題点である
と思われる。今後は「コンビニ検診」といった具合にあ
るがんをターゲットにしたがん検診を24時間どこでも受
けられるような仕組みづくりが必要になってくると思う。
あるいは企業が積極的に職員の健康管理を行ってい
るような場合には、出張してがん検診を行うのも有効
であると思う。

コンビニ検診の制度を上げるよ
うに、またどこでも受けられるよ
うなシステム作りのための予算
が必要になってくると思う。検
診で医療費が安くなるかどうか
には疑問もあるが、制度の高
いがん検診であれば医療費の
削減にもつながる可能性はあ
ると思うので、その分を検診の
予算に回すことは可能であると
思われる。

がん検診は予防だから、診療
報酬でカバーする範疇ではな
い。

「コンビニ検診」をどこが主体となって行
うかが問題だが、予防ということになると
保健所の守備範囲である可能性もある
と思われる。しかし、検査器具も備わって
いるわけではないので、近くの病院と共
同して行うことが必要になってくる。その
ような組織横断的なネットワークができる
と今後は予防と治療のいい連携プレーも
可能になってくる可能性があると思う。

2229
医療提供者
（協議会委
員）

検診の義務化。

2230
学者・研究
者（協議会
委員）

大内 憲明 宮城

がん検診受診率は先進諸国の中でも極めて低い現状
で、がんの克服＝がん死亡率減少の達成は（高齢化
に伴う年齢調整死亡率における自然減少を除けば）不
可能である。国の責務としてがん検診が実施されるよ
う、改善を強く望む。

「平成22年度がん対策予算に
向けた提案書～元気の出るが
ん対策～」に拠れば、がん検
診受診率50%を達成するには、
毎年少なくてもあと1500億円の
検診費用が必要とされる。その
費用の負担は、市町村財源で
は不可能であり、メタボ健診の
ような保険者・事業者負担、ま
たは交付金に戻す必要があ
る。平成21年度から、がん検診
に関わる地方交付税が倍増
（1298億円）されたこと、女性特
有のがん検診推進事業（216億
円）が始まったことは、がん検
診費用が国の予算によって賄
うという、新たな可能性を示唆
するものである。（２つの合計
が協議会試算の1500億円とほ
ぼ同額となる！）英国、オース
トラリア、韓国のように政府予
算とすることが、受診率の向上
はもとより、事業評価（精度管
理）も一元化されることから、国
の責務としてがん検診が実施
されることを提案したい。

2231
学者・研究
者（協議会
委員）

埼玉 ５大がんの検診受診を義務化する。 検診の無料化。 診療報酬には算定しない。
職域健診での義務化が重要。また企業
などは報告を義務化。
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2232
学者・研究
者（協議会
委員）

静岡

がん検診の受診率の低いことが問題になっている。受
診された方、していない方ががんに罹患された際に、
受診されていた方に何らかの経済意的援助の点で受
けてない方と差別を付けられないだろうか？　健診機
関の精度を追求するというのではなくて、がん検診受
診を推奨する一つの手段として考えられないだろう
か？

2233
学者・研究
者（協議会
委員）

兵庫 受診率が低迷している。
４０歳以上は例えば３年毎の「がん検診
義務制度」に類した何らかの方策を出し
たらどうか。

2234
学者・研究
者（協議会
委員）

風邪や胃炎などの疾患で受診した時を良い機会と考え
て、がん検診を受けやすい体制構築をしてほしい。

健診を保健診療対象にすることを検討す
べきだと思う。

2235
学者・研究
者（協議会
委員）

がん検診率の把握が難しい（市町の検診以外の検診
が把握できない）。

がん検診の予算の拡充。 各個人のがん検診手帳を制度化する。

2236
学者・研究
者（協議会
委員）

いわゆるorganized screeningが実施されていない。効
果の証明されていないPSAなどの検診が、熱心な臨床
家の声で、公費で実施されている。

保険者にがん検診の実施を義務付ける
ようにしてはどうか？

2237
その他（協
議会委員）

岩手
検診受診率の目標値達成は困難(受診者への負担が
軽く、かつ有効な検診方法の研究・確立）。

地方交付税ではなく、がん検
診に対する補助にし受診者の
自己負担軽減を図る。

2238
その他（協
議会委員）

森久保 寛 栃木

１）検診精度の確保が重要、検診機関の精度管理に対
する監視体制の確立が必要。２）国のがん検診推奨方
式の普及義務化だけでは検診技術の将来的な向上は
望めない。

１）適正検診費用を定めた上で
検診精度の監視強化が重要。

２）県単位などで新しい検診方式の実施
を「特区」として認め、３－５年単位でそ
の評価を行う制度が必要。

2239
その他（協
議会委員）

椛沢 敏雄 新潟 がん検診受診率の横ばい～減少傾向。 受診しやすい体制の整備。

2240
その他（協
議会委員）

山梨 受診者には医療費など優遇措置を取るべきでは。

2241
その他（協
議会委員）

静岡

　早期発見・早期治療により医療費を抑えられるから
検診を全ての国民に受けてもらうのが理想。その際の
費用は「自費により支弁」が原則（自分の健康は自分
で守るのが基本）である。国、自治体が税金によって補
助するなどは「甘え」を助長する。

2242
その他（協
議会委員）

村上 隼夫 静岡
がん受診率の向上策を論ずる前に、より国民成人全
体を対象にした実態を反映した受診率の計算方法を
模索すべきである。

従来の対象者に加え、職場で受診した
企業の従業員も含めた受診率の計算方
法を模索すべきである。

2243
その他（協
議会委員）

滋賀 ①検診の大切さをあらゆる機会に住民に伝える。

235



予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2244
その他（協
議会委員）

鳥取
1.受診率の把握（対象者の明確化、対象年齢の上限
の問題）。2.有効性の検証。3.予算。

科学的根拠のあるがん検診へ
の地方交付税や補助金の交
付。

実施指針の徹底。

2245
その他（協
議会委員）

鳥取
平成１０年からがん検診事業予算が一般財源化され、
市町村負担が増え、受診率向上に向けての対策が取
りにくくなり、受診率が伸び悩んでいる。

2246
その他（協
議会委員）

山内 雅弥 広島 検診の受診率が低い。
乳がん検診のようなクーポン
券を各種がんに広げる。

2247
その他（協
議会委員）

徳島 健診受診率の向上。

2248
その他（協
議会委員）

佐賀
新規受診者の低迷。早期発見には、定期的な検診受
診が有用なことは言うまでもないが、全く受診しないグ
ループの解消が必要。

新規受診者に対する優遇され
た予算措置（補助等）新規受診
者、受診中断者に対する受診
勧奨のしくみの確立（モデル事
業等）。

新規受診者、受診中断者に対する受診
勧奨のしくみの確立（モデル事業等）。

2249
その他（協
議会委員）

宮崎 がん検診率が目標通りにはすすんでいない。
がん検診率が目標通りに達成された市
町村にはインセンティブを設ける。

2250
その他（協
議会委員）

鹿児島
市町村においては、検診費の予算化が精一杯の現
状。受診勧奨等の啓発事業展開のための予算化が困
難となっている。

女性特有のがん検診推進事業
のように、がん検診のすべてを
交付税措置から補助金へ切り
替えるべき。

2251
その他（協
議会委員）

がん検診の重要性を認識されているにもかかわらず、
地方自治体の一般財源化によって、各自治体の検診
対象、方法、自己負担額が異なっている。

地方自治体における財政は、
ますます困難な状況です。検
診に対しても補助をお願いした
い。

2252
その他（協
議会委員）

職域でのがん検診対策が不十分（市町村がん検診に
偏りすぎ）。勤務者にはがん検診の案内をしていない
市町村が大半だが、職場で実施していない場合が少
なくない。乳がん検診視触診の外科医、子宮がん検診
の婦人科医が不足。受診率ばかりに偏りすぎ。競争入
札による単価ダンピングがまかり通っている。

がん対策にかかる地方交付税
の大幅な引き上げと市町村の
がん検診予算の経年的な公
表。

乳がん検診の医師による視触診はマン
モグラフィ必須＋問診徹底で専門看護職
による指導に置き換え可とすべき（諸外
国では医師による視触診を必須としてい
るのでしょうか？）。子宮がん検診は助
産師による実施も可とすべき。精度管理
の徹底にかかる厚生労働省通知を発出
すべき。職域（被用者保険者）でのがん
検診について何らかのインセンティブを
与えるべき。職域でのがん検診の実態
（実施率、受診率）を把握するべき。

2253
その他（協
議会委員）

各県にがんセンターを設立し、予防から緩和ケアまで
統括して対応。がん検診に時間をかけず容易に受診
する場をのぞみたい。

2254
その他（協
議会委員）

保険者等のがん検診実施へ向けての動機付け及び一
般への受診勧奨。

保険者等が実施するがん検診
に対しての補助の充実。
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居住地
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2255
その他（協
議会委員）

受診率アップ（受診者増）に対する、実施主体への財
政支援（補助金等）保険者と事業者との一体化したが
ん検診の推進血液検査をもちいた胃がんハイリスク検
診の実施へむけての検討。

2256
その他（協
議会委員）

①検診受診率が低い。土・日など休日検診を行っても
受診率はある程度の水準にとどまっている状況。検診
率50％を達成するにはかなりの努力と予算が必要。②
特定健診特定保健指導のように保険制度で分けると、
職域によっては受ける機会を失う住民も増えると思う。
住民であればだれでも受けられる検診としての位置づ
けをもう少し継続していく方向で受診者を増やす工夫
をしていくことが必要。

受診率は「女性特有のがん」検
診については受診者の増加が
みられた。次年度以降の予算
については削減しないで５年ぐ
らいは継続実施する検診の予
算については国で確実な予算
措置をすると、市町村も安心し
て検診推進が図れる。

学校・職域・地域でのデーターベースの
共有を制度化する。

2257
その他（協
議会委員）

国民全員が検診を受ける機会を作って欲しい。若い専
業主婦や低所得者が検診を受けやすいように制度化
する。

献血車のようにスーパーや催し物に時に
検診車を出し、必ず託児所も設ける。

2258
その他（協
議会委員）

受診率の向上を図ること。

2259
その他（協
議会委員）

①女性特有のがん検診について・・・Ｈ22年度予算に
ついて、補助率が1/2であるが年齢設定や検診手帳な
どの制約が多く、補助金の使い勝手がよくない。②が
ん検診の受診率アップに伴い精密検査受診者も増加
するが、受け入れる専門病院の不足が懸念される。特
に地方においては。

例えば、検診手帳の内容をコ
ンパクトにできるなど、弾力的
に補助金を使えるようにしてい
ただきたい。

（他の項目と重複しますが）専門医の育
成、精密検査のできる医療機関の整備
などをすすめていただきたい。

2260  北海道
がんの低年齢化を考えると、20代、30代の検診を推進
する必要がある。

がん検診を受けられる予算を。
会社単位に検診時間を取ってもらうよう
な制度を作る。

11.がん研究

予算について 診療報酬について 制度面について

2261 県庁担当者 若井 俊文 新潟
地方大学では、研究環境が整っていない現状がある。
個人レベルでの連携で研究を進めている現状である。

2262 県庁担当者 安藤 幸史 静岡 研究助成費がもっと研究者にわかり易くすべきである。

2263 県庁担当者 広島
３人に１人ががんで亡くなる時代に、がんの研究は急
務である。がんの研究は国内だけにとどまらず、世界
的な規模で研究をしていく必要がある。

その研究のための予算は十分
なほど確保する。画期的な発
明には一生生活に困らないだ
けのボーナスを出すなど、魅力
的な仕事として評価する。

2264 県庁担当者
がんに関する研究を支援し、より良い保
健医療体制を構築する。

2265
患者関係
者・市民（協
議会委員）

秋田
日本が世界をリードするような、または世界から優秀な
研究者が集まるような研究施設の設置。

属性 氏名
回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID
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居住地
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ID

2266
患者関係
者・市民（協
議会委員）

中野 貞彦 東京
がんの研究には長い地道な努力が必要であり、基礎
的な研究や希少がんへの研究など予算的な措置が大
切。

2267
患者関係
者・市民（協
議会委員）

若尾 直子 山梨
小児がんに対する研究が不足しているように思う。ま
た、晩期障害についても対策が不十分。

小児がん経験者のための専門相談を設
置する。

2268
患者関係
者・市民（協
議会委員）

石田 秀生 三重 研究費の増額医師の定員増。
研究に没頭できる保障（生活
面､研究面）。

希望すれば現場から研究室ヘ行ける。
現場と研究室の交流。

2269
患者関係
者・市民（協
議会委員）

末松 智子 滋賀 がんワクチンなどの研究を早急に進める。
予算をもっともっと確保してほ
しい。

2270
患者関係
者・市民（協
議会委員）

佐藤 好威 京都
がん幹細胞の差別化と細胞免疫療法の早期確立検診
装置の開発。

前述。 前述。

2271
患者関係
者・市民（協
議会委員）

鳥取
ガン研究は、致死率も高く重要なテーマであるので、継
続して研究活動を推進していただきたい。

2272
患者関係
者・市民（協
議会委員）

山口

がんの研究には時間やお金がかかるが、なかなか難
しい事も多い。ただ海外では認可され、治療効果もあ
る薬が、日本では認可されるまで時間がかかり、結局
認可されるのを待ちながら亡くなられる方も多い。確か
に副作用の問題などあるかもしれないが、もっと早くに
認可されないのだろうか？

がんの研究には大変お金がか
かることはわかるが、現在がん
で亡くなる方が多いので、もっ
と国が予算をかけても良いの
ではないだろうか？

海外で認可されている薬について、もっ
と早くに日本でも認可できるような制度を
お願いしたい。特にがんが転移した場
合、生存率が急激に下がり、待つ時間が
大変惜しい。

2273
患者関係
者・市民（協
議会委員）

小野 光則 愛媛
免疫療法はじめ、標準治療以外の代替治療について
研究する。

2274
患者関係
者・市民（協
議会委員）

福岡

・抗がん剤で、海外では承認されているのに、日本の
承認が遅く使用できない。・保険適用でも、使い方の制
限がついていて、その使い方をすると体力的に使えな
い人も出てくる。

・新薬の開発、海外で承認されていて効
果がある新薬は早期に承認して欲し
い。・学会や現場の先生方の意見は、素
早く対応して欲しい。

2275
患者関係
者・市民（協
議会委員）

秋岡 淑文 鹿児島

「がん研究」の分野は先進国扱いされているが、外国
（特に米国）から輸入される医療技術と方法に頼ってい
るのが現状ではないか？もっと研究費を増額し、研究
機関の拡充を図るべきと考える。

2276
患者関係
者・市民（協
議会委員）

がんの最新治療、代替療法の研究をもっとすすめるべ
き。

予算をもっと確保すべき。
がん治療を行う病院へのがん登録の義
務付け。

2277
医療提供者
（協議会委
員）

上村 恵一 北海道
多施設でエビデンスの高い研究がなく施設独自の研究
が主体となっている。

がんの予防、治療方法の確立
などに対しては予算配分があ
るべき。
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ID

2278
医療提供者
（協議会委
員）

北海道
基礎研究も大事であるが、臨床研究をやっている施設
への応援、援助が極めて少ない。

やはり申請書を出し、実施可
能であれば、金だけでなく、薬
剤の白箱投与を可能とする。

研究実施施設への報酬率アッ
プなどが必要。

研究実施期間に何らかの称号を。

2279
医療提供者
（協議会委
員）

有本 卓郎 北海道
分子標的剤と化療の併用は頭打ちで、お金がかかる
剤に非生産的。高精度放射線（プロトン／３Ｕ／ＳＭＡ
ＲＴ）＋分子標的に資金を。

前記 前記
とにかく判断が遅すぎる。いろいろ勉強し
ていない？

2280
医療提供者
（協議会委
員）

晴山 雅人 北海道 臨床的研究の充実。
地方がん連携拠点病院を中心として連
携した臨床研究をするべきである。

2281
医療提供者
（協議会委
員）

宮城
研究者の流動性を高めて、施設を充実させる。成果を
厳しく評価する。有名なところ、ひとだけとはしない。予
算は十分につける。

2282
医療提供者
（協議会委
員）

柴田 浩行 秋田 がん研究予算の適正な配分と業績評価の必要性。

がん研究は診療の基本となる重要な枠
組みであるが、緊縮予算のもとでは事業
仕分けも止む得ないかもしれない。研究
予算の配分に関しては患者団体の代表
も含めた外部評価を実施すべきで、真に
成果の上がっている研究計画に適正に
予算を配分するシステムをつくり、科学
研究費など国税を投資するものに関して
は広く国民の理解を得る努力をするべき
である。

2283
医療提供者
（協議会委
員）

橋本 正治 秋田 全国治験に参加したいが、忙しくて大変である。
がん対策基本法制定から忙しさが倍増
している。

2284
医療提供者
（協議会委
員）

山形
研究のヘッドが大学であったり、国立がんセンターで
あったりまちまちである。ヘッドを統一し、エントリー制
にする。

2285
医療提供者
（協議会委
員）

新澤 陽英 山形
予算配分が不十分、特に創薬、医療機器開発に関す
る予算が少ない。

創薬、医療機器開発に関する
予算を十分に配分必要。

2286
医療提供者
（協議会委
員）

茨城 臨床研究に対する研究助成が足りない。

2287
医療提供者
（協議会委
員）

野村 明広 茨城

現在の大学では、研究費取得がひとつの業績として考
えられており、それで教授となった人もいる。大学での
研究は、海外との競争から考えても、基礎的研究を主
体とすべきように思う。その研究成果をもとに製薬会社
が新薬を製造し、また大学病院にフィードバックされ臨
床効果判定が行われる。臨床効果判定試験となった
場合には、製薬会社からの拠出も多いのであるから、
大学では基礎的研究にもっと研究費を偏重させても良
いのではないか。研究費を取得したは良いが、取得後
からその用途を考えている大学教員が多いように思
う。大学での重要研究成果を特許として守るような試
みをもっと推進すべきではないか。

特許申請用の予算枠をもっと
広げてはどうか。基礎的研究と
臨床的研究との比率をもっと前
者に偏重されてはどうか。

基礎研究患者を診察しない臨床研究主
体の部門を設けてはどうか。

2288
医療提供者
（協議会委
員）

茨城 成果を正しく評価、無駄な金は使わない。
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2289
医療提供者
（協議会委
員）

土田 昌宏 茨城
小児がんの治療研究は、ほとんどすべての疾患群で
多施設共同研究が行われている。

多施設共同研究への研究助成
を充実させることが必要。

2290
医療提供者
（協議会委
員）

佐藤 英章 埼玉
国家プロジェクトとして遺伝子治療への研究に対して
大幅な研究費の拡大が必要。

2291
医療提供者
（協議会委
員）

伊藤 博 埼玉

臨床研究には抗がん剤治療を中心に積極的に参加し
ているが、一般病院において専任のデータマネー
ジャーなどを配置するのは難しく、治療に携わる医師
の負担が増加している現状にある。

2292
医療提供者
（協議会委
員）

向田 良子 埼玉 ・研究の予算的措置。 ・研究予算の確保。

2293
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉
臨床に繋がるような（橋渡し研究）をもっと推進すべき
である。

がん研究に対する予算も多く
すべきであるが、結果をしっか
り判定すべきである。

2294
医療提供者
（協議会委
員）

東京
無駄な研究費が多い、研究費を受けた研究者の業績
をフォローすべき。

2295
医療提供者
（協議会委
員）

東京 研究費は不足している。
研究費がついても使い勝手が
悪いものが多い。

ガイドラインで推奨されている
治療法については、日常臨床
でも使用可能になるように、生
保でカバーできるような体制を
作ることができれば良いので
は。

介入を伴う研究の場合、補償が何時も問
題になる。

2296
医療提供者
（協議会委
員）

岩瀬 理 東京
わからない。民主党では、仕分けされてしまう分野だろ
うか？

2297
医療提供者
（協議会委
員）

東京
抗がん剤など新しい薬物を用いた研究の制度を整備
すべきである。諸外国に比べ、治験以外での研究が全
くできない状況である。

研究体制の整った臨床試験グループが
作成した計画研究に基づいた新しい薬
物の研究はなんらかの研究費で薬剤を
手に入れ、混合診療での実施を可能と
すべき。

2298
医療提供者
（協議会委
員）

山下 孝 東京

研究者自身への報酬がなく、だんだんやる気がなく
なっている。研究は勝手にやるものでそれに対する報
酬がないものと考えている。研究者への人件費を補償
すべき。役に立つ研究かどうかの査定も少ない。予算
を出してもその研究の評価が甘い。

役に立つ研究には研究者自身
の人件費も付ける。関係ない
研究に対しては査定をすべき。

患者さんが得をしている場合
は診療点数に上乗せすべき。

研究の成果を公表して世に問うべき。よ
い研究には人件費も出すことが必要。

2299
医療提供者
（協議会委
員）

池田 徳彦 東京
・がん研究に対する予算が少なすぎる。新たな技術や
薬剤に対する審査期間の大幅短縮。　・テーラーメイド
治療の充実が必要。

がん研究に対する予算の増
加。

臨床試験を充実させるために、
適応外抗がん剤に対する診療
報酬を認める。

臨床試験を充実させるために、適応外抗
がん剤に対する診療報酬を認める制度
を作る。

2300
医療提供者
（協議会委
員）

小池 哲雄 新潟 基礎的・臨床的研究の推進。
十分でないと思うのでもっと予
算を付ける。

臨床的なところでは、内視鏡手
術（胸腔鏡・腹腔鏡）に対する
評価をアップする。

2301
医療提供者
（協議会委
員）

黒崎 功 新潟

国立大学は教官や職員の総定員法にて研究者や研
究助手がすでに雇えない状況である。独創的な研究、
包括的な研究にはやはり時間や経済的な余裕が必要
である。
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2302
医療提供者
（協議会委
員）

薄田 芳丸 新潟 予算を増やす。
種々の治療法の正しい評価を国民に知
らせる。

2303
医療提供者
（協議会委
員）

石川 研究者の不足。 橋渡し研究への支援。

2304
医療提供者
（協議会委
員）

石川 大事なことだが、効率よく行うべき。

2305
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
ドクターだけではなく、研究したいと考えている学生や
一般の人が、情報を利用しやすい環境を整えられたら
良いと思う。

2306
医療提供者
（協議会委
員）

静岡

大学病院や研究機関、専門病院を除く公的病院では、
日常診療の多忙性もありがん研究は相当困難である。
各学会での専門医取得に際し、当該領域の論文発表
が義務づけられており、その一環としてのがんに関す
る論文の作成ががん研究取組みへの第一歩と考えら
れる。

2307
医療提供者
（協議会委
員）

川口 実 静岡

がんの原因と治療について基礎的研究とその臨床応
用の研究が必要。ただし臨床にまだ応用できない段階
でマスコミに発表したとき、一般の人はすぐ治療しても
らえると誤解する。誤解を招かないようにして欲しい。

研究機関には十分な予算を。
制度は特に問題ないが、マスコミは正し
い情報をまた一般臨床でどこまでできる
のかを明確にして発表して欲しい。

2308
医療提供者
（協議会委
員）

愛知 がん研究特に基礎研究が評価が低いと思われる。

国が中心に幅広くがんのみな
らず医学・科学研究の予算を
もっと高く配分してよいので
は。

研究者に対する待遇を十分に厚くし、研
究に安心して打ち込めるようにする。

2309
医療提供者
（協議会委
員）

戸澤 啓一 愛知
我が国の大学はすべて予算不足により大規模な先端
的がん研究が不可能な状態にある。

大学・研究機関への研究費の
予算配分の見直し（増額）。

2310
医療提供者
（協議会委
員）

大野 稔人 愛知
海外に較べ、非常に見劣りしま
す。倍増を。

研究と診療は、別に考えるべ
き。

医師が行う臨床研究と、基礎的な分野の
研究は、分けて考えるべきと思う。

2311
医療提供者
（協議会委
員）

愛知
高齢化社会におけるがん対策産業を、対アジア諸国
への輸出産業として育成する国家戦略が必用。

多業種参入型の大型プロジェ
クトを補助する体制作り。

2312
医療提供者
（協議会委
員）

愛知
文部科学省のがん研究に係わる特定領域研究が平成
23年度からなくなり、がん研究の推進力が低下する恐
れがある。

文部科学省のがん研究に係わる特定領
域研究にかわる研究費の創出。

2313
医療提供者
（協議会委
員）

矢口 豊久 愛知

医療のエビデンスを求めるという見地から、近年多くの
多施設共同の臨床治験が行われるようになってきてい
る。大学や都道府県がん診療連携拠点病院では研究
の環境は整っているものの、協力している一般病院で
は多忙な日常診療の合間に行っているのが現状であ
る。専任のコーディネーターを配置する余裕がない。

臨床治験のためのコーディ
ネーターを配置できる予算が
必要である。

臨床治験はインフォームドコン
セントに通常の患者より多大な
時間を費やす。現状これに対
する対価が診療報酬上算定で
きない。これが算定できるよう
になれば臨床治験がより円滑
に進むと考える。

臨床治験のためのコーディネーターが複
数の病院を担当できるシステムがあって
もよいと思われる。

2314
医療提供者
（協議会委
員）

三重 抗がん剤の開発。
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2315
医療提供者
（協議会委
員）

中瀬 一則 三重 緩和医療に関する科学的な研究が遅れている。
緩和医療の研究に対する研究
費の枠を設ける。

2316
医療提供者
（協議会委
員）

千葉 勉 京都

がんセンターの超優遇制度を廃止すべし！がんセン
ターの研究も競争的資金を活用すべき。がんセンター
の連中が個人的に全国の研究費の配分を決めている
現状はなくす必要がある。結果的に山ほど予算を使っ
てレベルの低い研究しかできない、という状況が生ま
れている。

全体に増やす必要あり。
予算の配分をもっと透明にして、競争的
な制度を設けるべき。

2317
医療提供者
（協議会委
員）

清水 義博 京都
日本だけの研究で世界レベルのエビデンスは出せて
いない。

日本独自やアジアのがん研究を中心に
し、その他のがん種は世界レベルの研
究に共同すること。世界的には胃がんを
担当すればいい？

2318
医療提供者
（協議会委
員）

西村 亮一 兵庫 基礎から臨床全般で、研究に携わる人が減少。
研究に対する研究費の増額研
究者に対して、経済的に充分
な評価を。

2319
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 疫学公衆衛生研究への投資が少ない。
複数年研究により、長期の固
定集団追跡が可能となるよう
に予算を配分する。

2320
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
使用可能なオピオイドを早く増やすべき。抗がん剤も同
様。

2321
医療提供者
（協議会委
員）

山口 和哉 和歌山
研究費が少ない。国が中心となった大規模のRCTをや
るべき。

2322
医療提供者
（協議会委
員）

山下 裕 鳥取

2323
医療提供者
（協議会委
員）

岡山
がんセンターを中心としたプロトコールで大きな治験が
組める利点がある反面、それに縛られて、各地方で自
由な治療プロトコールが組めなくなる可能性がある。

2324
医療提供者
（協議会委
員）

きむら 秀幸 岡山

各大学、各グループがばらばらに行っている感があ
る。１つに集約してしまわなくてもせめて、２～３グルー
プで重点的に共同研究が展開できるようにしてほし
い。

2325
医療提供者
（協議会委
員）

片岡 健 広島 思い浮かばない。

2326
医療提供者
（協議会委
員）

広島
胆道、膵がん、の予算・研究者、専門医の圧倒的な不
足。

2008年の死亡者数は男性５
位、女性４位となり、増加の一
途!!研究予算の大巾な増加を。

がん研究(学会発表・論文など)
を一定のレベル行なっている
施設に対しての報酬アップを!!

施設認定を取得しても報酬に差別化が
ないと、モチベーションの低下につなが
る。
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2327
医療提供者
（協議会委
員）

広島
しわけ事業で見せたような、今現在役立たないものは
すべて無駄であると切り捨てるのはいかがなものか？
日本の末期症状の表れか？

日本発の抗がん剤も多く出て
いる現在、もっとがん研究の予
算を付けてほしい。後発薬品
の推奨もいいが、新薬の開発
にはお金がかかる。後発品
メーカーにも新薬開発のため
のお金を負担させるべきで
は？

2328
医療提供者
（協議会委
員）

広島 集中して大きいプロジェクトで行う。 大型の予算を付ける。

2329
医療提供者
（協議会委
員）

岡 正朗 山口

がん研究の補助金が減額され、基礎研究者も減少、
学生の大学院離れなど、国際競争には勝てない方向
にある。大学の運営交付金の減、卒後臨床研修義務
化など大学院の減少や研究費不足が現実に起こって
おり、抜本的な改革が必要である。

産学連携を強めることも一法で
ある。

2330
医療提供者
（協議会委
員）

宮下 洋 山口
これは大学病院やがんセンターに協力する形で実行
中。

2331
医療提供者
（協議会委
員）

山口
基礎研究に従事することへのインセンティブ（何はなく
とも研究費）が絶対的に不十分と思う。

2332
医療提供者
（協議会委
員）

山本 達人 山口
同じ分野の研究を多施設でバラバラに行っている傾向
があり、研究費が分散しすぎている。

基礎研究については研究分野
ごとの拠点化、研究施設の集
約化を行い、予算を配分すべ
きと考える。

国か財団が企画する臨床研究
（試験）に参加する場合には加
算すべきと考える。

2333
医療提供者
（協議会委
員）

山口
研究面でも十分な予算が当てられている
とは考えれない。

2334
医療提供者
（協議会委
員）

徳島
国家プロジェクトとしての｢がん研究」の明確な位置づ
けと予算措置。

国民的コンセンサスが得られ
るような米国並みの予算措置
を講じること。

2335
医療提供者
（協議会委
員）

徳島 他施設共同研究の推進。

2336
医療提供者
（協議会委
員）

藤田 純子 香川
効果的な検診についての研究→(指針)実施までの期
間が長い。

乳房USなど、指針に入っていなくても、
条件付き実施などある程度導入できる
体制があれば進めやすい。

2337
医療提供者
（協議会委
員）

香川
新臨床研修制度で基礎を研究する時間が奪取され
た。

基礎研究にも予算を付ける。
新しい検査も素早く診療報酬
に収載する。

2年間に新臨床研修制度の撤廃。

2338
医療提供者
（協議会委
員）

吉澤 潔 香川 事業仕分けの対象とならないか不安である。

がん拠点病院医師の学会参加
経費、研修費用、専門医認定・
更新費用を出来高払いとして
支給する。

2339
医療提供者
（協議会委
員）

香川
研究費は不況の影響で削減の方向に進んでいると考
えられる。

国や地域による個別の研究支
援を考えてはどうか。
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2340
医療提供者
（協議会委
員）

津村 眞 香川
がんに対する遺伝子レベルの研究。がんの診断・治療
が飛躍的に進歩すると考えられる。

助成金の増額。

2341
医療提供者
（協議会委
員）

高知
重箱のスミをつつくような研究、似たような研究が様々
な医学研究機関でなされていると思います。メリハリの
きいた予算配分ができているのだろうか。

研究者の待遇改善。
企業化研究の連携がもっと果たされるべ
き。

2342
医療提供者
（協議会委
員）

高知
がん治療に対して根本的な解決をもたらす可能性があ
るので、予算は十分つけてほしい。

2343
医療提供者
（協議会委
員）

田村 和夫 福岡
臨床研究、橋渡し的研究（TR)が十分実施されていな
い。

患者を対象とした検査や治療
の開発研究に予算を配分す
る。

質の高い臨床研究やTRは、先
進医療を認める。

先進医療が容易にできる制度改革と
EBMはあるが保険診療が認められてい
ない検査や治療については、臨床研究
を前提に、混合診療を認める。

2344
医療提供者
（協議会委
員）

福岡
医局制度の廃止と研修医制度の開始によって実際の
診療に携わる医師が不足し、研究は著しく停滞してお
り、世界的に見ても我が国の研究は衰退している。

若い医師は、臨床と研究を常に行い、問
題を解決できる頭脳を養う必要がある。
そのためには、設備の充実した機関で研
修・研究する必要があり、若手の医師を
あえて地方に配置すべきではない。勤務
医は55-60歳を定年と設定し、これら医
師を医師不足の地方に国家保障で5-10
年配置して医療に従事させることで地方
の医師問題は解決されるし、若い医師は
勉学に励む事ができる。

2345
医療提供者
（協議会委
員）

福岡

ワクチン開発等に予算をつけ
られたことは良かった。将来的
に期待できるエビデンスのある
研究開発は予算化する。

2346
医療提供者
（協議会委
員）

福岡
JCOG以外のNPO臨床研究グループへ
も補助金を出し、臨床研究を盛んにす
る。GCPの緩和を図る。

2347
医療提供者
（協議会委
員）

佐賀 遺伝子研究の必要性。
大学onlyではなく公的病院等で
の研究体制の確立の為の予
算。

2348
医療提供者
（協議会委
員）

朝長 万左
男

長崎
研究予算とくにtranslational、clinical trialに対して大幅
増加。

臨床病院へのエントリー加算
によってCRC人件費のねん
出。

clinical trial組織（JCOGやJALSGなど）
へ公的資金の投入を。

2349
医療提供者
（協議会委
員）

大分 がん治療における温泉入浴の活用。

温泉水の持つ遠赤外線効果、
酸化還元電位、含有化学成分
など各種要因のがん増殖抑制
効果研究費の確保。

温泉療法に対する保険による
診療報酬の対応。

温泉療法を行う病院など医療機関の研
究発表と一般公開。

2350
医療提供者
（協議会委
員）

白尾 国昭 大分 重要な臨床試験には全国規模で試験に参加する。

2351
医療提供者
（協議会委
員）

大分 がん治療薬開発に国がもっと積極的に。

2352
医療提供者
（協議会委
員）

宮崎 予算を増額してナンバーワンを目指すべき。 優れた業績に報償金を出す。

244



予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2353
医療提供者
（協議会委
員）

沖縄
治験の充実は必要と思う。そのためにも治験に対する
知識と理解を広める事が必要と思う。

2354
医療提供者
（協議会委
員）

年度制の見直し。 研究補助金の増額。 ①学閥制の見直し。②年度制の見直し。

2355
医療提供者
（協議会委
員）

大学病院が独法化され、研究者が半減している。 大学への助成で増やす。

2356
医療提供者
（協議会委
員）

がん研究推進に対する予算の
増額。

2357
医療提供者
（協議会委
員）

現場ではもう研究まで手が回りません。がん診療連携
拠点病院、がんプロができてからますますその傾向が
強くなってきている。

医療スタッフのポストと収入が
他の病院と見合う程度には報
酬が必要。

前記。

2358
医療提供者
（協議会委
員）

臨床試験の意味、重要性が国民に知られていない。
アメリカのように、臨床試験に
予算をつける。

新聞などで広く国民に知らしめる。

2359
医療提供者
（協議会委
員）

厚く振り向けるべき。

2360
医療提供者
（協議会委
員）

地方では人員少なく日常の診療に追われている。一般
病院では研究費を獲得しにくい内容となっているよう
だ。地方の人間が参加できるように多施設共同治験等
を検討して欲しい。

2361
医療提供者
（協議会委
員）

臨床研修組織の整備。
がん関連の研究費（特に臨床
試験、ＴＲ、etc）の増額。

2362
医療提供者
（協議会委
員）

重要な臨床研究には全国規模で、各施設が積極的に
参加する。

2363
医療提供者
（協議会委
員）

治療研究に予算をもう少し上
げるべきと思われる。

2364
医療提供者
（協議会委
員）

がんの臨床研究を行う組織の立ち上げ、あるいは現在
あるNPO団体である組織（たとえばWJOG）に対する援
助が必要である。日本からガイドラインのエビデンスと
なるような臨床研究を発信することが必要である。また
抗がん剤の審査プロセスを迅速化し、早く患者さんに
投与することが可能になるようなシステム作りが必要
である。希少ながんに対する薬物の開発も重要な問題
である。

人材を育成するためのがんプ
ロに対する予算が必要である。

肺がん、消化器がん、乳がん以外のが
んに対する臨床試験を行うためにはもう
少し多くのWJOGに匹敵するような臨床
試験グループが必要である。そういう臨
床試験を行うグループを立ち上げるため
の支援も必要であると思う。

245



予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2365
学者・研究
者（協議会
委員）

宮城

がん研究費は先進国に比べて少ない。また、厚労省、
文科省、経産省の縦割りになっているが、全体での調
整が必要ではないか。特に、厚労科研費については課
題決定のプロセスが不透明で、一部の研究者が有利
になるように明らかに偏っている。課題策定のシステム
を見直す必要がある。

がん研究予算は全体では増額
すべきである。特に、基礎研究
と臨床を繋ぐ橋渡し研究（ＴＲ）
や臨床試験に対する予算を
もっと多く取るべきである。省
庁間の調整は、課題決定に関
して透明性の高い全体会議を
設けるなどして、似たような課
題が省庁間に並ばないように
する。

ある一定以上の評価が得られ
た先進医療については、保険
診療で認められる前に、例え
ば50％とか30％とかの自己負
担とし残りは医療保険の枠内
に取り込む（部分的な保険資
料内への取り込み）。

今後（21世紀半ばに向かい）、我が国だ
けでなく発展途上国においてもがん対策
は重要になってくる。このためがん医療
の研究開発は、日本の産業の活性化に
おいても重要な役割を果たしうるのでは
ないか。がん医療に関わる研究を推進
し、産業へ結びつけることは、我が国の
国益になる。がん研究を我が国のがん
医療水準の向上だけでなく、国際的視点
で重要な領域であるとするような国家戦
略を打ち出してはどうか。そのために、
例えば、特区として、研究者の所属機関
の縛りを越えたネットワーク形成（バー
チャルがん研究センターなど）を認め、競
争的研究資金を従来の大学や研究所の
単位ではなく、ネットワーク組織（あるい
はバーチャルがん研究センター）に大型
予算化できるような制度を設けてはどう
か。

2366
学者・研究
者（協議会
委員）

大内 憲明 宮城

がん対策に関する研究費は増加傾向にあるが、欧米
先進国に比較すれば極めて少ない。また、研究課題に
ついて、多くは研究者からの提案型課題である（メリッ
トももちろんある）が、国のがん対策の視点から、「指定
型」を重視すべき時代に来ていると考える。景気低迷
による国家予算規模縮小の中で、どのようにがん研究
予算を効率化・集約化できるかが問われている。

「がん対策全般」と重複する
が、がんの研究はその成果が
国のがん対策に活用されるよ
う、予算にメリハリを付けること
が重要である。活用されるには
どのようなプロセスが必要か、
対象分野ごとに研究課題の起
案の時点で、戦略的に検討さ
れるべきである。もちろん、研
究の進捗状況・波及効果に
よっては、研究枠の拡大・縮
小、および予算の増減に関し
て柔軟な対応も必要である。

2367
学者・研究
者（協議会
委員）

埼玉
研究のための研究は避ける。行政に反映させられる情
報を得る研究を。

2368
学者・研究
者（協議会
委員）

兵庫
業績のある研究者に集中的に予算を出す一方で、若
いフレッシュな頭脳に期待して小額でも多くの研究を補
助するようにして欲しい。

2369
学者・研究
者（協議会
委員）

西巻 正 沖縄 エビデンス水準が高い臨床研究が少ない。
臨床研究グループに予算を増
額する。

臨床研究に参加する患者には全額、な
いしは部分的に医療費の補助を行う制
度が必要。
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居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2370
学者・研究
者（協議会
委員）

世界に遅れないように、最前線の研究者への支援は、
削減ではなく、反対に増強すべきである。

世界に遅れないように、資金を
投入してほしい。

2371
学者・研究
者（協議会
委員）

臨床研究（治験の共同研究など）の推進。 研究費の増額。

2372
学者・研究
者（協議会
委員）

がん対策のための研究にもっと力を入れるべきであ
る。

研究費配分の決定と評価の仕組みを根
本的に変える必要がある。

2373
その他（協
議会委員）

北海道
初めのガン対策に記載した。ここでこんな質問を受け
るとは思わなかったので。

2374
その他（協
議会委員）

塚田 順一 福岡
地方でのがん研究をより活発にするべき。がん研究を
集約して中央の少数の施設のみで行うことは、多くの
研究の萌芽を妨げることになる。

2375
その他（協
議会委員）

がん治療研究を最優先化した予算の裏づけ。
新規治療法に対する研究予算
の確保副作用対策やQOL向上
につながる研究への助成。

2376
その他（協
議会委員）

研究者間の連携強化、研究課題の体系化。 予算の重点的な配分。

2377
その他（協
議会委員）

重要な臨床研究には全国規模で、各施設が積極的に
参加する。

2378  北海道 臨床試験コーディネーター、統計担当者の不足。

2379  がん研究のさらなる進展を願いたい。
大学病院・拠点病院に予算を
手当てし、特色ある研究成果を
生み出したい。

12.疾病別（がんの種類別）の対策

予算について 診療報酬について 制度面について

2380 県庁担当者 安藤 幸史 静岡
増加しているがん（大腸がん・卵巣がん）対策をもっと
知らせるべきである。

2381 県庁担当者 広島
死亡率の高いがんの治療法や薬が開発された場合、
テレビ・新聞等で詳細を報道するような時代の到来を
期待したい。

2382 県庁担当者 HPVワクチンの普及。 補助制度の創設。

属性 氏名
回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID
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居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2383 県庁担当者

乳がんの検診は、40歳以上となっているが、30歳代の
乳がん罹患者が増加しており、エコー検診の整備も必
要と思う。また、子宮頸がんについては、ワクチンの承
認がされた後の国の対応を示していただきたい。住民
からの子宮頚部がんワクチンの質問に対する対応に
市町が苦慮している。

30歳以上の罹患者が多い地域は、無料
クーポン券の対象を30歳から5歳間隔と
する等の柔軟性がある事業体制とする。
子宮頸がんワクチンについては接種の
方針を早急に示し、医療関係者だけでな
く、教育関係者を含め研修を行う。

2384 県庁担当者
乳がん、子宮がん検診については、特に受診率が低
い。

乳がん、子宮がん検診については、受診
率も低かったが、女性特有のがん検診
事業により、新たな受診者も増加したた
め、今後も働き盛り世代をターゲットに普
及啓発を図り、受診勧奨を行っていく。

2385
患者関係
者・市民（協
議会委員）

秋田
5大がんのみを重視しすぎ。小児がん、骨肉腫なども同
一レベルで。

小児がんの治療費の全額助
成。

2386
患者関係
者・市民（協
議会委員）

若尾 直子 山梨
効果がはっきりしている物についての取り組みが遅
い。

子宮頸がんワクチンに対する
全額補助。

子宮頸がんについてはリプロとの組み合
わせで進める。

2387
患者関係
者・市民（協
議会委員）

池田 恵一 静岡

小児がんは治る時代に入っているが学校の教師をは
じめ多くの人たちの理解が充分とはいえない。入院中
や学校へ戻った後の対応など小児がんに対する理解
を深める啓蒙活動が必要だと思う。

小学校（教師や養護教諭、生
徒など）などに配布する冊子や
ビデオの作成等、啓蒙活動予
算の必要性を感じる。

2388
患者関係
者・市民（協
議会委員）

石田 秀生 三重 種類間の格差。

2389
患者関係
者・市民（協
議会委員）

末松 智子 滋賀
がんの種類によって治りにくいものが決まってきている
ようなところがある。治療に格差がないようにしてほし
い。

子宮頸がんのワクチン無料実施などなさ
れている県もある。県・国の助成など推
進をお願いしたい。

2390
患者関係
者・市民（協
議会委員）

佐藤 好威 京都 膵がんの早期発見と治療法の開発。

2391
患者関係
者・市民（協
議会委員）

広島

症例数の少ないがんを茅野外に置かないこと。それぞ
れの患者にとって、自分のかかっている「がん」は唯一
無二。これを蚊帳の外に置かれたらたまらない。行政
は弱者救済が使命。弱者切捨てがあってはならない。
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属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2392
患者関係
者・市民（協
議会委員）

山口
がんによっては予防できたり、気をつけたりする事もで
きる。できる事は積極的に取り入れ、それを伝えていく
べきだと思う。

若い世代から気をつける「子宮
がん」は、予防ワクチンもでき
たので、中学生くらいから接種
すべきだと思う。高額なので、
国や県、自治体の補助もお願
いしたい。

小児がんは患者が小さく、また兄弟がい
れば家族の抱える問題は大きい。治療
中家の近くに病院がなければ、家族がア
パートを借りたり、兄弟を預けたり、たくさ
んの問題がある。家族のための住居を
補助したり、兄弟の精神的な辛さをサ
ポートしたり、支援制度をお願いしたい。
またほかのがんに対しても、患者は勿論
の事、家族へのサポートもお願いした
い。

2393
患者関係
者・市民（協
議会委員）

小野 光則 愛媛
女性のがんについては、学校教育など早く取り入れ
る。

医療者、医学生、看護生、中高
生などに対し、患者体験談を話
をしてがんについて、その治療
について知ってもらう必要があ
る。

2394
患者関係
者・市民（協
議会委員）

福岡

・乳がんの場合、乳房再建の人工乳房は保険適用して
欲しい。　女性にとっては、乳房を失うことは耐えがた
い（障害に等しい）。　自分の筋肉を使って再建する方
法は保険適用だが、後遺障害が酷い。

人工乳房も保険適用にして欲しい。

2395
患者関係
者・市民（協
議会委員）

秋岡 淑文 鹿児島
検診体制の内容充実と医療機関の質の向上。併せて
生活習慣改善に関する効果的な啓発のあり方を研究
する。

2396
患者関係
者・市民（協
議会委員）

疾病によって治療の格差がある。 予算をもっと確保すべき。

2397
医療提供者
（協議会委
員）

有本 卓郎 北海道
消化器がんが４０％を占めるのに手術・又は治らない
化療しか無いのが大問題で、医師負担も患者負担も
大。

①鏡視下手術／②放射線高精
度＋分子標的剤／緩和ケアの
３本柱を確立・活かせないと大
変になる。

②に重点を。
腫瘍医の大幅な関与アップが必要。内
視鏡発生の片手間にがん治療していて
は治療は良くならないと思う。

2398
医療提供者
（協議会委
員）

晴山 雅人 北海道
発がんの年齢分布を考慮した予防及び検診体制の確
立。

2399
医療提供者
（協議会委
員）

北海道
正直に申し上げて、患者の多く、治癒率の高いがんか
ら対策していくべき（残念ながら、私の担当する肺がん
は後回しである）。

2400
医療提供者
（協議会委
員）

宮城
発病が減少しているがん、増加しているがんにしばらく
重点を置く。

2401
医療提供者
（協議会委
員）

安藤 ひろみ 宮城
５大がん以外のがんについての対策、実態調査は十
分なのだろうか？

2402
医療提供者
（協議会委
員）

橋本 正治 秋田 いいと思う。
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2403
医療提供者
（協議会委
員）

秋田
前立腺がんのPSA検診については継続が望ましいが、
治療の必要のない患者を除外するためのマーカーな
どの開発が望まれる。政権だけでも合併症はある。

2404
医療提供者
（協議会委
員）

山形
５大がんのみでなく、多くのがんで標準的なクリパスを
作成する。

2405
医療提供者
（協議会委
員）

新澤 陽英 山形
子宮がん予防についての啓発活動が不十分。業者任
せの感がある。肺がんについては禁煙の不徹底に問
題。

いずれにせよ国民に対する広
報、啓発活動が必要であり、そ
のための予算措置。タバコ税
の増額で対応する。

専門医療機関に対する診療報
酬のアップ

禁煙について制度的に罰則を伴う措置
が必要。

2406
医療提供者
（協議会委
員）

福島

・がん種別に考える際…治療までだけでなく、転移・再
発や緩和ケア・終末期ケアまで含めた啓発や資料作
成をすべきと思う（診断や治療の延長線上に転移や終
末期をあるはず）。
・がん種別の”縦割り”としてだけでなく、検査→診断→
治療・緩和ケア→終末期ケアという”横の関係”にも目
を向けて対策を講じるべき。

2407
医療提供者
（協議会委
員）

茨城
前立腺がんのようにゆっくり進行するものと膵がんとは
異なる(同一に扱っている)。

2408
医療提供者
（協議会委
員）

古川 欣也 茨城 肺がんの対策は、先ず禁煙。 小学生から禁煙教育を。

2409
医療提供者
（協議会委
員）

土田 昌宏 茨城
小児がんについて、述べてきたので、前記を参照して
いただきたい。

2410
医療提供者
（協議会委
員）

栃木
子宮がんワクチンの、公費負担と小学生～中学生での
義務接種化を計るべきである。

2411
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉
がん登録が不完全なため地域での疾病毎の対策を立
てることもままならない。

がん登録制度からわかる多い
疾病（多分五大がん）と少数だ
が難治がんに個別な対策を立
てるべきである。

難治がんに対し積極的な対応
をしている病院には診療報酬
を厚くすべきである。

2412
医療提供者
（協議会委
員）

埼玉 ・がん種別撲滅事業が少ないので、増やしてほしい。

2413
医療提供者
（協議会委
員）

岩瀬 理 東京
血液疾患を担う医師が、減っていると思われる。小児
科、産科、外科の陰に隠れて、ひそかに血液疾患のが
ん難民は多くいると思われる。

数の少ない症例こそ、診療報
酬上のメリットをつけないと、そ
の分野は消滅してしまう危機
があると思う。

2414
医療提供者
（協議会委
員）

山下 孝 東京
　個別に対策がなされすぎている。全体を統括すること
も必要である。対策に関与する人は４年ぐらいを限度
に変えていくべき。

重点部位について目標を決め
て、対策を立てるべき。

技術料の評価が低い。また、
チーム医療を行っている場合
の点数の増額が必要。

治療部位が二つ以上にまたがる場合の
対策があいまいなので、検討すべきであ
る。チーム医療をした場合の対応を。

2415
医療提供者
（協議会委
員）

池田 徳彦 東京

EGFR遺伝子の変異とTKI（イレッサ、タルセバなど）の
関係は十分に証明され近年では、治療前に一度だけ
遺伝子変異を測定可能となったが、多発している腫瘍
や再発例では複数回測定したいことがある。

一度だけの測定ではなく、複数
回の測定を可能として欲しい。
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2416
医療提供者
（協議会委
員）

東京 専門医の不足。

2417
医療提供者
（協議会委
員）

小池 哲雄 新潟
がん診療連携パスが推奨されているが、肝がんに対し
ては難しい。簡単な見本を希望する。

2418
医療提供者
（協議会委
員）

澤﨑 邦廣 富山
①乳がん検診では３０代のエコー検診必要。②ピロリ
菌除菌で胃がん発生を抑えられる対象者の広報が必
要。③ＨＰＶのワクチン接種の奨励。

2419
医療提供者
（協議会委
員）

石川 膵臓の予防改善がなされていない。
とくに難治性のがんに絞った予
算措置。

2420
医療提供者
（協議会委
員）

片山 寛次 福井
子宮頸がん予防としてワクチン
も無料化する。

2421
医療提供者
（協議会委
員）

飯嶋 理 静岡 口腔がんにまつわる歯科領域の参画。

2422
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
｢このがんにはこの治療法が一番｣と決めつけるのでは
なく、幾つか選択枝があることを示せるような情報提供
がなされれば良いと思う。

2423
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
乳がん、前立腺がん等生存期間が長くなっている疾患
に対して費用軽減ができないか。

高額療養費制度の外来への拡充。

2424
医療提供者
（協議会委
員）

静岡

既に最初の項で述べたように、現時点での先進医療
収載のがん・手術関連の診療報酬上での認可・算定
があまりにも遅すぎて、患者に多大な不利益を与えて
いる。また先進医療として認められるための手続きが
不明確で、認定を阻害する傾向にあるように思われ
る。厚労省の担当部署はこの非効率な仕組みを早急
に改善すべきである。

2425
医療提供者
（協議会委
員）

静岡
５大がんのみではなく全がん腫の治療を同等の対策
の対象として評価していただきたい。

難知性がん腫に対する新規薬剤の早期
承認。

2426
医療提供者
（協議会委
員）

愛知

「がん」等命にかかわる医業分
野の診療報酬をもっと上げる
べき。眼科、形成等び新しい分
野とはいっても命にかかわらな
いものは下げてもよいのでは
（自由診療等）。

2427
医療提供者
（協議会委
員）

大野 稔人 愛知 がん種別に分ける必要は無いと思う。

2428
医療提供者
（協議会委
員）

愛知 がんジェネラリストも必要。

2429
医療提供者
（協議会委
員）

愛知
がん対策基本法に基づいて各がん種における対策の
方針と取り組みの評価がなされていない。

各学会に前記の件について方針・取り組
み・評価を検討してもらい報告をしてもら
う。
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2430
医療提供者
（協議会委
員）

冨士原 正
人

京都

肺がんの組織型が大きく変化してきており、悪性度の
高いがんの発生頻度が大変増加しているように思わ
れるが、その事に気づいている医師が少ないように考
える。そのため、疫学的な調査が実施されていないの
ではないかと危惧している。

2431
医療提供者
（協議会委
員）

清水 義博 京都 すべての病院がすべてのがんに取り組みすぎている。
５大がん加療に対する２次医
療圏の診療報酬を上げる。大
学、がんセンターでは減らす。

５大がんは２次医療圏で標準治療が出
来る体制作り。地域での登録医を作り医
療圏無いで病院の制限を越えて加療の
ために派遣制度を作る。難治がん、特殊
希少がんは国の責任で中央管理加療精
度を。

2432
医療提供者
（協議会委
員）

西村 亮一 兵庫
高度先進医療や新薬が臨床で使えるまでに時間がか
かる子宮頚がんワクチンの普及。

評価療養の評価に関する体制
を整備する予算。

高度先進医療や新薬の適応に関する評
価療養の評価をできるだけ早く行い、臨
床の場で使える制度を。

2433
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 定期的な効果の評価がない。
研究班などでがん検診の評価（例：2001
年久道班報告書など）を適時に出す。

2434
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山

受診率向上のための対策が必要である。疾病別には
国の方針に従って進められている折、精度管理の点で
は徐々に改善されている。しかし胃がんは要精検率が
悪く、改善する必要があるが、個人情報保護を理由に
正確な統計がとれない面もある。

現状でよい。
県で各がん対策のための部会がつくら
れているが、各々十分に機能していな
い。

2435
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山 特に肺がん対策に重点をおくべき。
禁煙により、肺がんを減らすことができる
と考えられるため、禁煙指導に力を入れ
るべきである。

2436
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山

乳がんに関してですが、まだまだ世間の認識は甘いよ
うです。がん自体を必要以上に恐れるあまり神経過敏
になりすぎる方もおられれば、全く無関心な方もおられ
ます。認識に格差も激しいです。本気で早期発見を目
指すのであれば、がん検診を義務付けるしかないので
しょうか？

2437
医療提供者
（協議会委
員）

和歌山
これも医療従事者、患者どちらへも情報
提供をネット上で国が行う。

2438
医療提供者
（協議会委
員）

山下 裕 鳥取

2439
医療提供者
（協議会委
員）

きむら 秀幸 岡山
各種がんの臨床研究（治療法）は全国規模で展開す
る。ＪＣＯＧの組織をもっと効率よく展開・拡大する。

2440
医療提供者
（協議会委
員）

片岡 健 広島 分野（１０）と同じ。

2441
医療提供者
（協議会委
員）

広島 とにかく、「膵がん」の研究対策の充実を!!
早期発見し、良好な切除率が
達成できている施設に対する
報酬の増加を!!!

2442
医療提供者
（協議会委
員）

広島 ５大がん以外のがん対策も推進。

252



予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2443
医療提供者
（協議会委
員）

山口 少ないがん種の登録不十分。

2444
医療提供者
（協議会委
員）

伊東 武久 山口
子宮がんにおけるHPVワクチ
ン接種の無料化又は補助。

2445
医療提供者
（協議会委
員）

徳島

子宮がんの若年化および晩婚化は、少子高齢化対策
を考えても、国家的な大問題。HPVワクチン接種の公
的援助。子宮がん検診、乳がん検診のクーポン事業の
継続。乳がん罹患率の急増から、乳がん検診従事者
の養成は急務。マンモグラフィー読映医と乳腺超音波
検査技師の養成は急務。

2446
医療提供者
（協議会委
員）

藤田 純子 香川
一般の人はがんの種類によって対応が異なることをあ
まり知らない。

子宮頸がんのワクチンなど、少
しずつ予算化してほしい。HPV
検査も。

2447
医療提供者
（協議会委
員）

香川 横一列に並び過ぎ。 重点配分すべき。
効果のあるものには診療報酬
の加算をする。

2448
医療提供者
（協議会委
員）

吉澤 潔 香川
男女それぞれで最も高い乳がんと肺がんの死亡率が
欧米諸国のように低下傾向に転じない。

乳がん検診、肺がん検診の事
業補助を増額する。

乳がん手術、肺がん手術の報
酬を増点する。

学会主導の乳がん治療専門医、肺がん
治療専門医を国家認定に変更する。

2449
医療提供者
（協議会委
員）

津村 眞 香川
肺がんはCT検診の導入および普及胃がん検診は胃カ
メラへの切り替え。

医療費は増額になるので、そ
の対策が必要。

2450
医療提供者
（協議会委
員）

愛媛

小児がんに対する対策が皆無である。　また、制度上
40歳以下の成人がんに対しても公的な扶助が見当た
らない。こういった働き盛りのがん患者さんに対する配
慮が乏しいと思う。

2451
医療提供者
（協議会委
員）

福岡
造血器腫瘍を取り扱う医療機関が極度に少なく、担当
医療機関には多大な負担がかかっている。また、きわ
めて多忙である事から新規入局の医師も極少である。

多くの薬剤や機器、病室(無菌
室）に経費がかかるため、経費
が抑制されているのが現状で
ある。そのため、インフラ整備
の十分な予算配分が不可欠で
ある。

DPCから外し出来高とすべきで
ある。

悪性腫瘍、とくに血液腫瘍は、DPCから
外し出来高とすべきである。

2452
医療提供者
（協議会委
員）

福岡 子宮頸がんワクチンへの国の補助。

2453
医療提供者
（協議会委
員）

佐賀 ガイドライン、標準治療の細かいupdate。

2454
医療提供者
（協議会委
員）

中嶋 由紀
子

長崎
頭頸部がんは進行例が多い。それにより機能損失、死
亡率があがる。

耳鼻・咽喉化疾患へのUP。 受診キャンペーンを。

2455
医療提供者
（協議会委
員）

朝長 万左
男

長崎 5大がん以外のがんへもきめ細かく対応する。
がん治療の質（アウトプット）を
高めるため、質の判定法を開
発。

一定の質を満たすとき、がん治
療質向上加算を。
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2456
医療提供者
（協議会委
員）

大分
20歳前後からの子宮頸がん検診の推進とワクチン接
種の展開。

特定地域でのモデル事業。

地域の産婦人科の医療機関や
健診・検診機関でのワクチン接
種ができるように診療報酬加
算。

ワクチンの生産ができる体制の確立とワ
クチンの供給システムの確立。

2457
医療提供者
（協議会委
員）

大分 がんの種別も多くして。　口腔がんも。

2458
医療提供者
（協議会委
員）

小玉 哲史 鹿児島
小児がんの心理的な対応が、現実的には全くなされて
ない。がんに限らずだが、小児心理に配慮しない小児
科医がいるのはおかしい。

2459
医療提供者
（協議会委
員）

予防できるがんがたくさん分かってきたが、対策がな
い。

2460
医療提供者
（協議会委
員）

ワクチンの導入をもっと積極的にお願いします（HPV、
B型肝炎ウイルスetc)。

2461
医療提供者
（協議会委
員）

子宮頚がんへの検診啓蒙は乳がんとならんで早期発
見に意義があることを繰り返し伝えてほしい。

2462
医療提供者
（協議会委
員）

ＨＰＶワクチンが普及していない。
１０～１３才の女子児童のＨＰＶ
ワクチンの無償化に予算をつ
ける。

2463
医療提供者
（協議会委
員）

前立腺がんにもう少し光を当ててほし
い。

2464
医療提供者
（協議会委
員）

振り向けるべき。

2465
医療提供者
（協議会委
員）

精巣腫瘍は本邦においては罹患率は低いが、年間
100人前後の20－30代の若年男性がこの疾患で死亡
している。欧米では特に進行例、難治例を対象とした
核となる治療センターが機能しており、診療施設の中
核化による治療成績の向上が明らかである。我が国で
も幾つかの中核ともいえる施設が機能しはじめている
が、特に制度面、予算面での措置はなく継続性は担保
されていない。

精巣腫瘍に限らず、診療の中
核化により生存率の向上が期
待される難治がん、希少がん
を対象とした治療センターを設
置すべきである。

精巣腫瘍に限らず、診療の中
核化により生存率の向上が期
待される難治がん、希少がん
を対象とした治療センターを設
置した施設に限定した診療報
酬を算定すべきである。

精巣腫瘍に限らず、診療の中核化により
生存率の向上が期待される難治がん、
希少がんを対象とした治療センターを設
置すべきである。

2466
医療提供者
（協議会委
員）

小児白血病、小児がん患者全般（トータルケアの視点）
について。　15～20歳の治療より15歳以下の治療が成
績が良いために、小児領域治療が行なわれつつある。
高校生の小児病院などへの入院もみられることによ
り、高校（高等教育）履修が入院してでもできるように
体制を作りはじめることが良いと考える。教育的配慮も

2467
医療提供者
（協議会委
員）

子宮頚がんのワクチン接種は、有効率や副作用など
がはっきりしているなら、できるだけ早い年齢で全員接
種を薦めていって欲しい（素人的意見ですみません）。

2468
医療提供者
（協議会委
員）

５大がん地域連携パスの導入が遅れている。
地域診療計画管理料に５大が
んを追加する。
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2469
医療提供者
（協議会委
員）

Ｂ型肝炎、Ｃ型肝炎の未受診者を受診できるようにす
べきと思われる。

2470
医療提供者
（協議会委
員）

子宮頸がんワクチン接種を普及させること。その他の
がんワクチンで有効なものを開発すること。

国、都道府県の負担分の予算
が必要。

公的な補助を受けてがんワクチンが摂
取できるような仕組みと作ることが必要。

2471
学者・研究
者（協議会
委員）

宮城
稀少がん腫に対する治療成績向上のための工夫が必
要である。

稀少がん腫の全国規模の臨床
試験を展開する。このための
財源を予算化する。

稀少がん腫の保険適応外使用
に関しては、一定の基準を満
たした医療機関＋専門医のも
とで使用することを承認する枠
組みを新たに設定する。

2472
学者・研究
者（協議会
委員）

埼玉 予防が明確である疾患を重点的に扱う。

2473
学者・研究
者（協議会
委員）

肺がん対策は、予防と健診にももっと力を入れてほし
い。

2474
学者・研究
者（協議会
委員）

５大がん以外のがん対策。
専門医あるいは専門病院を地域毎に明
示する。

2475
その他（協
議会委員）

山梨 有効性の明らかなものから補助を多くする。

2476
その他（協
議会委員）

香川 子宮頸部がん撲滅事業。
接種費用が高額であるので国
庫補助を設けるべき。

予防のための定期健診の重要
性に加え、性教育（若年妊娠、
性感染症など）の健康教育を
十分に行ったうえで、ワクチン
接種に移すべき。安易にワク
チン接種を勧奨するべきでは
ない。

2477
その他（協
議会委員）

5大がん以外のがんにももっと焦点をあてるべき。
がん診療ネットワークは5大がん以外に
ついても推進すべき。

2478
その他（協
議会委員）

地域別にがんの種類にフォーカスし、生活習慣との関
連で支援と研究の強化。

2479
その他（協
議会委員）

がんの１次予防として、胃がんに対するピロリ菌除菌と
子宮頸がんに対するワクチン接種を対策に位置づける
ことを検討する。

2480
その他（協
議会委員）

子宮頸がんワクチンを普及していくにあたり、児童生徒
への健康教育が欠かせないが、学校教育と地域保健
のスムーズな連携が必要である。

国においても、文科省・厚労省など横の
連携を十分にとっていただき、現場がス
ムーズに連携できるよう、通知などを出
していただきたい。

2481  北海道 治療への研究だけが多すぎる。
予防の研究をしたことに対し評
価を上げる。
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予算について 診療報酬について 制度面について
属性 氏名

回答者
居住地

現状の課題や問題点
改善のアイデア

ID

2482  
子宮頸がん死0の実現を図ってほしい。がん死0の実
績を基礎にし、全ての検診率upなど目指すべき。

予算付けにより、ワクチン接種
の徹底化などを期したい。
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1. がん対策に関する予算の満足度は、12％と低い 

【2】がん対策全般に関する質問（選択式） 

(1) 現状のがん対策に関する「予算」は、十分である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. がんに関する診療報酬の満足度は、9％と極めて低い 

【2】がん対策全般に関する質問（選択式） 

(2) 現状のがんに関する「診療報酬」（医療保険から医療機関に支払われる診療対価）は、十分である。 

 

 

 

 

 

 

 

がん対策推進協議会 

提案書取りまとめワーキンググループ 

0% 12%

49%

38%

1%

強くそう思う

ややそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

無回答

1% 8%

48%

42%

1%

強くそう思う

ややそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

無回答

n= 520
強くそう思う 3 0.6%
ややそう思う 62 11.9%
あまりそう思わない 256 49.2%
そう思わない 196 37.7%
無回答 3 0.6%

n= 520
強くそう思う 4 0.8%

ややそう思う 42 8.1%
あまりそう思わない 248 47.7%
そう思わない 221 42.5%
無回答 5 1.0%
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3. がん対策に関する制度の満足度は、20％と低い 

【2】がん対策全般に関する質問（選択式） 

(3) 現状のがん対策に関する「制度」（法律・政令・通達・規則などによる定めや規制など）は、十分整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. がん対策予算の決定プロセスの満足度は、12％と低い 

【2】がん対策全般に関する質問（選択式） 

(4) 現状のがん対策に関する「予算」の決定プロセスに、満足している。 

 

 

 

 

 

 

 

がん対策推進協議会 

提案書取りまとめワーキンググループ 

0%
20%

54%

26%

0%

強くそう思う

ややそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

無回答

1% 11%

57%

30%

1%

強くそう思う

ややそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

無回答

n= 520
強くそう思う 2 0.4%
ややそう思う 101 19.4%
あまりそう思わない 278 53.5%

そう思わない 137 26.3%
無回答 2 0.4%

n= 520
強くそう思う 2 0.4%
ややそう思う 59 11.3%
あまりそう思わない 297 57.1%
そう思わない 157 30.2%
無回答 5 1.0%
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5. がんに関する診療報酬の決定プロセスの満足度は、11％と低い 

【2】がん対策全般に関する質問（選択式） 

(5) 現状のがんに関する「診療報酬」の決定プロセスに、満足している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. がん対策に関する制度の決定プロセスの満足度は、20％と低い 

【2】がん対策全般に関する質問（選択式） 

(6) 現状のがん対策に関する「制度」の決定プロセスに、満足している。 

 

 

 

 

 

 

 

がん対策推進協議会 

提案書取りまとめワーキンググループ 

0% 11%

55%

33%

1%

強くそう思う

ややそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

無回答

0%
20%

55%

24%
1%

強くそう思う

ややそう思う

あまりそう思わない

そう思わない

無回答

n= 520
強くそう思う 1 0.2%

ややそう思う 57 11.0%
あまりそう思わない 285 54.8%
そう思わない 170 32.7%
無回答 7 1.3%

n= 520
強くそう思う 2 0.4%
ややそう思う 102 19.6%
あまりそう思わない 286 55.0%

そう思わない 125 24.0%
無回答 5 1.0%
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7.回答者が「必要性が高い」と考える施策 

【4】「平成 22年度がん対策予算に向けた提案書」の施策70本から、「必要性が高い」施策を 10個まで選んで回答 

（261ページは回答数順、262ページは分野順） 

がん対策推進協議会 

提案書取りまとめワーキンググループ 

0 50 100 150 200 250

13 がんに関わる医療従事者の計画的育成.........................
18 専門･認定看護師への特別報酬................................
51 地域がん登録費用の10/10助成金化............................
20 長期療養病床のがん専門療養病床への活用(モデル事業).........
35 がん診療連携拠点病院制度の拡充.............................
5 医療従事者と患者・市民が協働する普及啓発活動支援...........

43 外来長期化学療法を受ける患者への医療費助成.................
28 在宅緩和医療をサポートする緊急入院病床の確保...............
17 専門資格を取得する医療従事者への奨学金制度の創設...........
36 拠点病院機能強化予算の交付金化(100%国予算).................
50 長期の化学療法に対する助成.................................
11 質の評価ができる評価体制の構築.............................
8 初等中等教育におけるがん教育の推進.........................

57 保険者・事業者負担によるがん検診...........................
19 切れ目のない終末期医療のためのアクションプラン.............
25 大学における緩和ケア講座の拡大.............................
49 高額療養費にかかる限度額適用認定証の外来診療への拡大.......
63 抗がん剤の審査プロセスの迅速化.............................
31 合同カンファレンスによる在宅医療ネットワーク...............
14 放射線診断学講座と放射線治療学講座の分離...................
69 子宮頸がん撲滅事業.........................................
10 都道府県がん対策推進協議会などのがん計画の進捗管理.........
21 がん診療に携わる医療者への緩和医療研修.....................
30 介護施設に看取りチームを派遣する際の助成...................
27 在宅医療関係者に対するがんの教育研修.......................
52 がん登録法制化に向けた啓発活動.............................
26 在宅ケア・ドクターネット全国展開事業.......................
60 がん検診の精度管理方式の統一化.............................
3 都道府県がん対策実施計画推進基金の設置.....................

12 分野別施策の進捗管理に利用できる質の評価のための指標の開発.
23 緩和医療地域連携ネットワークのIT(情報技術)化...............
4 がん対策へのPDCAサイクルの導入.............................

15 医学物理士の育成と制度整備.................................
67 抗がん剤の適用拡大の審査プロセスの見直し...................
41 がん相談全国コールセンターの設置...........................
24 緩和ケアの質を評価する仕組みの検討.........................
54 たばこ規制枠組条約の順守に向けた施策.......................
16 がん薬物療法専門家のためのeラーニングシステム..............
1 がん対策予算の100％活用プロジェクト........................

33 診療ガイドラインの普及啓発プロジェクト.....................
66 がん患者のQOL(生活の質)向上に向けた研究の促進..............
34 副作用に対する支持療法のガイドライン策定...................
9 がん予算策定新プロセス事業.................................

38 医療機関間の電子化情報共有システムの整備...................
59 がん検診促進のための普及啓発...............................
6 がん患者によるがんの普及啓発アクションプラン...............

46 相談支援センターと患者・支援団体による協働サポート.........
56 学校の完全禁煙化と教職員に対する普及啓発...................
29 大規模在宅ケア診療所エリア展開システム.....................
53 がん登録に関する個人情報保護体制の整備.....................
70 小児がんに対する包括的対策の推進...........................
2 がん対策ノウハウ普及プロジェクト...........................

62 イベント型がん検診に対する助成.............................
64 希少がん・難治がん特別研究費...............................
68 疾病別地域医療資源の再構築プロジェクト.....................
7 小学生向けの資料の全国民への配布...........................

40 がん診療連携拠点病院の地域連携機能の評価手法の開発.........
22 緩和医療研修のベッドサイドラーニング(臨床実習)の推進.......
32 ベンチマーキング(指標比較)ｾﾝﾀｰによる標準治療の推進.........
45 地域統括相談支援センターの設置.............................
55 喫煙率減少活動への支援のモデル事業.........................
42 「がん患者必携」の制作および配布...........................
39 がん患者動態に関する地域実態調査...........................
58 保険者負担によるがん検診のモデル事業.......................
61 長期的な地域がん検診モデル事業.............................
48 社会福祉協議会による療養費貸付期間の延長...................
65 がんの社会学的研究分野の戦略研究の創設.....................
47 がん経験者支援部の設置.....................................
37 サバイバーシップ・ケアプラン(がん経験者ケア計画)...........
44 全国統一がん患者満足度調査.................................
ひとつも回答なし...............................................
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（了） 

 

がん対策推進協議会 

提案書取りまとめワーキンググループ 

0 50 100 150 200 250

1 がん対策予算の100％活用プロジェクト........................
2 がん対策ノウハウ普及プロジェクト...........................
3 都道府県がん対策実施計画推進基金の設置.....................
4 がん対策へのPDCAサイクルの導入.............................
5 医療従事者と患者・市民が協働する普及啓発活動支援...........
6 がん患者によるがんの普及啓発アクションプラン...............
7 小学生向けの資料の全国民への配布...........................
8 初等中等教育におけるがん教育の推進.........................
9 がん予算策定新プロセス事業.................................

10 都道府県がん対策推進協議会などのがん計画の進捗管理.........
11 質の評価ができる評価体制の構築.............................
12 分野別施策の進捗管理に利用できる質の評価のための指標の開発.
13 がんに関わる医療従事者の計画的育成.........................
14 放射線診断学講座と放射線治療学講座の分離...................
15 医学物理士の育成と制度整備.................................
16 がん薬物療法専門家のためのeラーニングシステム..............
17 専門資格を取得する医療従事者への奨学金制度の創設...........
18 専門･認定看護師への特別報酬................................
19 切れ目のない終末期医療のためのアクションプラン.............
20 長期療養病床のがん専門療養病床への活用(モデル事業).........
21 がん診療に携わる医療者への緩和医療研修.....................
22 緩和医療研修のベッドサイドラーニング(臨床実習)の推進.......
23 緩和医療地域連携ネットワークのIT(情報技術)化...............
24 緩和ケアの質を評価する仕組みの検討.........................
25 大学における緩和ケア講座の拡大.............................
26 在宅ケア・ドクターネット全国展開事業.......................
27 在宅医療関係者に対するがんの教育研修.......................
28 在宅緩和医療をサポートする緊急入院病床の確保...............
29 大規模在宅ケア診療所エリア展開システム.....................
30 介護施設に看取りチームを派遣する際の助成...................
31 合同カンファレンスによる在宅医療ネットワーク...............
32 ベンチマーキング(指標比較)ｾﾝﾀｰによる標準治療の推進.........
33 診療ガイドラインの普及啓発プロジェクト.....................
34 副作用に対する支持療法のガイドライン策定...................
35 がん診療連携拠点病院制度の拡充.............................
36 拠点病院機能強化予算の交付金化(100%国予算).................
37 サバイバーシップ・ケアプラン(がん経験者ケア計画)...........
38 医療機関間の電子化情報共有システムの整備...................
39 がん患者動態に関する地域実態調査...........................
40 がん診療連携拠点病院の地域連携機能の評価手法の開発.........
41 がん相談全国コールセンターの設置...........................
42 「がん患者必携」の制作および配布...........................
43 外来長期化学療法を受ける患者への医療費助成.................
44 全国統一がん患者満足度調査.................................
45 地域統括相談支援センターの設置.............................
46 相談支援センターと患者・支援団体による協働サポート.........
47 がん経験者支援部の設置.....................................
48 社会福祉協議会による療養費貸付期間の延長...................
49 高額療養費にかかる限度額適用認定証の外来診療への拡大.......
50 長期の化学療法に対する助成.................................
51 地域がん登録費用の10/10助成金化............................
52 がん登録法制化に向けた啓発活動.............................
53 がん登録に関する個人情報保護体制の整備.....................
54 たばこ規制枠組条約の順守に向けた施策.......................
55 喫煙率減少活動への支援のモデル事業.........................
56 学校の完全禁煙化と教職員に対する普及啓発...................
57 保険者・事業者負担によるがん検診...........................
58 保険者負担によるがん検診のモデル事業.......................
59 がん検診促進のための普及啓発...............................
60 がん検診の精度管理方式の統一化.............................
61 長期的な地域がん検診モデル事業.............................
62 イベント型がん検診に対する助成.............................
63 抗がん剤の審査プロセスの迅速化.............................
64 希少がん・難治がん特別研究費...............................
65 がんの社会学的研究分野の戦略研究の創設.....................
66 がん患者のQOL(生活の質)向上に向けた研究の促進..............
67 抗がん剤の適用拡大の審査プロセスの見直し...................
68 疾病別地域医療資源の再構築プロジェクト.....................
69 子宮頸がん撲滅事業.........................................
70 小児がんに対する包括的対策の推進...........................
ひとつも回答なし...............................................
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